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第 1 章 序論 

1.1 本研究の背景 

近年，音響機器は普及型から高級機まで幅広く普及しており，音源（音楽ソース），再生

機器ともに大きく進歩し，再生音も質的に大きく向上している．さらには近年のディジタ

ル技術の発達に伴い，小型，軽量，多機能でかつ低雑音の製品が製造されている． 

一方で，受聴者が最終的に音波として受け取るにはアナログデバイスの影響が避けられ

ず，アナログ信号での質的劣化の対策が必要となる．しかし，オーディオ機器を用いた音

楽再生では，種々の要因により雑音が混入し，解像度の低下や不透明感など音質の劣化が

生じる．具体的には，録音現場での響きや余韻，演奏者の息遣いや楽器など音源の細かな

配置など音楽ソースに含まれる細かな情報を損ねてしまう．特に音像定位の不明瞭性など

は，雑音により位相情報が影響を受けて合成音像の認識が曖昧になり，忠実な録音現場で

の音響情報の再現が困難になると考えられる． 

音響機器における雑音は，通常，電源ケーブルを通して外部から混入する雑音，電源部

や機器内の回路に発生する電気的な雑音とされる．一方，直接的な原因とは認識されてい

ないため，積極的には対策が施されていないが，音響機器に発生する振動に起因し，電磁

誘導により生じる雑音も無視できない．前者の代表的な要因として，外部交流電源に存在

するパルシブな雑音，CD ドライバやハードディスクなどの制御駆動力によるバイアス電

圧の変動，電子素子による雑音などが挙げられる．これらの電気的な雑音に対しては，ノ

イズカットトランスの設置による外部電源からの雑音の除去，適切なアース接続による循

環電流の低減，回路ごとに複数の電源を使用，バイアス電圧の変動抑制，低雑音部品の選

定などの対策が施され，コストが大きく上昇する原因となっている．一方で，後者の振動

に起因した雑音に関して，スピーカでは機械音響変換の基準となるマグネットの振動は，

音響変換において雑音として重畳し[1]，CD プレーヤなどのドライバでは振動の故にトラ

ッキングに制御電力を消費して直流電源電圧に変動を生じ，この変動が音響信号に影響す

る．さらにアンプなどの電気回路では導線の振動により，地磁気などとの相互作用で誘導

起電力が生じて雑音となる．このように直接的ではないにしても機器に生じる振動は，雑

音混入の原因となる．オーディオ機器の振動対策は種々なされてきているが，コスト対効

果の面で十分な対策がなされないのが現状と思われる．また，機器の音質向上を目指して

機器自体を 1 段階，2 段階と高品質な製品を購入し直すことは実際には難しく，結局は今

ある機器に対して何らかの対策を施して音質改善を目指さざるを得ない． 

これらの問題に対する対策の一手法として，近年，オーディオ用アクセサリの 1 つであ

るオーディオ用インシュレータがしばしば採用される．現在使用されているオーディオ用
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インシュレータは，金属製の円錐がオーディオ機器の脚として 1990年代ごろから用いられ

始めた．当初は円錐の頂点にスピーカを載せる形式で使われたが，その後，CDプレーヤや

アンプなどを支持する目的で，円錐の頂点を床側として，底面側に機器を載せる使用法も

採用され，インシュレータと呼ばれて普及してきた．さらに円錐のみでなく，円錐と円柱

の組み合わせ[2-4]，円柱，四角柱（立方体，直方体等），球[5, 6]，その他，様々な形状のも

のに加えて，これらの要素を結合した複合型[7-9]もあって多種多様であり，材質において

も金属や木材，樹脂などの硬質材料を採用した製品が発表され，使われている． 

しかし，インシュレータが再生音に与える効果や動作原理については，製作者の思想や

感覚的イメージがオーディオ雑誌などで広く公表されているものの，これらの科学的根拠

やメカニズムは未だ明らかにされていない．インシュレータによって得られる効果につい

ては，使用したユーザーが何らかの変化を感じ取った上で，自分好みの再生音を追い求め，

納得するといった現状である．またオーディオの分野において，こうした様々な対策や得

られた効果を有効的と考える人がいる一方，あくまでも個人の主観に過ぎない，もしくは

オカルトとして扱う人も少なくない．これらの認識の違いは，例えば，インシュレータを

使用することで音に透明感が出た，躍動感がある，繊細な音である・・・など，あくまで

も聴取者個人が感じた印象表現が先行して広まり，科学的な見地が圧倒的に遅れているこ

とが最大の要因である．ただし，現在のインシュレータが 1990年代から使用され始め，現

在に至っても廃れることなく，続々と新たな製品が開発・販売されている事実，さらにオ

ーディオショーなどのイベントやオーディオ雑誌においても定期的に特集されている事実

を考慮すれば，客観的に見ても何らかの音質変化が生じていることは否めない． 

オーディオ機器における振動対策の歴史は，1970 年代の LP プレーヤ全盛期まで遡る．

LPプレーヤは，ピックアップでレコード盤に刻まれた音溝をレコード針でトレースするこ

とで，機械振動を電気信号へと変換して音源を再生する[10]．そのため，LP プレーヤには

駆動部としてモータやターンテーブルなど機器自体に振動源を持ち，さらにスピーカから

放射された音により機器全体が加振されることを踏まえれば，外部振動の影響を受けやす

い機器と言える．これらの不要振動はカートリッジの針へ伝達し，ハウリングや音飛びな

ど，再生音に雑音成分として重畳して再生されてしまう．したがって，LPプレーヤにおい

ては，ターンテーブルの不要振動を吸収するために用いられるターンテーブルマット[11]

や回転の安定性，レコード盤の反りや回転時における固有振動を抑制するために用いられ

るスタビライザ[12, 13]など様々な振動対策手法が提案され使用されてきた．これらの振動

対策の一つとして，インシュレータは当初，スピーカの振動を絶縁する目的で使用され，

インシュレータと呼ばれている．それ以前には，LPプレーヤに共振周波数が低く設計され

たバネ支持が使われ[14-20]，共振周波数の 1.4 倍以上の周波数で振動絶縁効果が生じるこ

とはよく知られている[21, 22]．しかし，ここで採り上げるインシュレータは，形状は様々

であっても固体であり，静的バネとみなしても載置機器の質量による共振周波数は数百 Hz

に及び，インシュレータ（振動絶縁）としての動作は 1 kHz 以上と概算できるが，実際，
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金属製のインシュレータが機器に対してどのような働きをしているかは疑問である．特に

円錐など断面積が変化する場合，使用する方向により特性が逆転する可能性もあり，載置

機器にどのような影響を及ぼすか，インシュレータの特性を解析しておく必要がある．さ

らに，大きさや材質なども周波数特性に影響する可能性が高く，形状および材質因子を含

めてインシュレータの特性を検討する必要がある． 

インシュレータの使用状況を考慮すると，インシュレータの効果は，機械的な効果（特

に振動伝搬特性）に係わると推測できる[23, 24]．これまで指数関数型や円錐型の固体ホー

ンの振動伝搬特性の解析は，超音波領域における形状による共振特性の変化や振幅拡大率，

アクチュエータの設計などの領域で種々検討[25-33]されている．しかし，音質や音像定位

に寄与する数 kHz~10 数 kHz の領域を含むカットオフ周波数より低い周波数領域に対して

言及した文献は見当たらない．すなわち，振動伝搬の効率から眺めるなら，カットオフ周

波数以下の周波数帯域での利用は無意味であると考えられている． 

しかし実際は，固体ホーン形状を持つインシュレータを使用することによって，音質の

変化が生じていることは，先行研究[34-36]の結果から明らかであり，可聴領域における振

動状態に何らかの影響が生じていると推察される．また，インシュレータが機器を支える

「脚」として，通常用いられる（断面積がほぼ一定な）「ゴム脚」や高分子材料の「脚」に

対し，付加価値的機能を持たせることでオーディオ機器の特性が改善されるなら，有意義

な使用法となると考えられる． 

 

1.2 本研究の目的および方針 

本研究は，オーディオ機器の音質の調整に用いられるオーディオ用インシュレータ（以

下，インシュレータと略）を対象とし，これまで明らかにされていなかった固体ホーン形

状を含むインシュレータの動作の解明および最適な効果を得るための設計法を見出すこと

を目的に，(1)音声周波数領域を中心として振動伝搬特性を解析し，(2)より複雑な形状に対

しても応用できる解析手法の提案，さらに，(3)インシュレータが与える載置機器や再生音

への影響や効果について，実験的立場から明らかにすることを目的とする． 

一般的にインシュレータの役割は，①載置機器に生じる振動を床へ伝達する「振動低減

効果」と，②床やキャビネットから載置機器側への「振動絶縁効果」と，オーディオ雑誌

などで言われている．これらの効果の本質は，インシュレータ内における振動伝達のし易

さ，つまり伝達方向によって，高インピーダンスによる振動絶縁または低インピーダンス

による振動伝達（除去），加振側および伝達側に接続されるインピーダンスとの関係性にあ

ると推測し，これを検証するための解析と実験を行う． 

解析対象は，直方体を含めて断面積が一定な代表として円柱，また，断面積が一定割合

で変化する円錐型ホーンに加えて，インシュレータとして円錐より高い効果を期待し，音

響ホーンでもその効果が認められている指数関数型ホーンの 3 形状を採用した．円錐およ
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び指数関数型ホーンは頂点を加振するか，底面を加振するかの方向性を考慮して検討する．

球形状や特殊な形状を除き，立方体などを含めて主だった形状のインシュレータについて，

振動伝達特性の把握ができるものと考える． 

(1) インシュレータの振動伝達特性について，理論解析では音響管や音響ホーン[37-42]，梁

の縦振動の解析[43-46]を参考に，振動伝搬に関する波動方程式を有限な境界条件の下

で解き，加振点から見たインピーダンス特性を導出する．加振点からインシュレータへ

向けて振動エネルギーの流入を評価するためである．厳密には，端部における振動の結

合状態を把握する必要があるが，簡単のため要素間の結合は密であることを仮定する．

得られた評価式に，形状因子や材質因子を導入して，加振点から見たインピーダンスの

周波数特性を求めた．また実験的考察では，円柱と円錐型ホーンに対し，振動減衰特性

を測定し，シミュレーション結果と比較する． 

(2) 波動方程式の一般解に対し，有限な境界条件を与えて解く(1)の解析手法においては，

振動源の内部インピーダンス，負荷インピーダンスに対して解析し直す必要があり，特

に複雑な構造の系に対して扱いにくい面が残されている．そこで，より容易にインシュ

レータの動作の解明でき，複合形状に対しても対応可能な解析手法を見出すことを目

指す．具体的には，加振部から見たインピーダンスの評価，振動エネルギーの流入特性

の評価により整合した表現を得るため，四端子回路網の伝搬定数を採用する．具体的に

は四端子回路網の考え方[47]に基づき，インシュレータを等価四端子回路で表現し，各

ホーン形状の伝搬定数およびインピーダンス整合によるエネルギー伝達の効率を考慮

し，振動源から見たインシュレータへの入力インピーダンスを用いて振動エネルギー

の流入特性の評価を試みる． 

(3) インシュレータの載置機器への効果を明らかにするため，測定対象としてオーディオ

用アンプとスピーカを採用し，インシュレータの使用による筐体の振動速度レベルの

変化を比較するとともに，(1)および(2)で得られたインシュレータの振動伝達特性や振

動減衰特性との対応関係について確認し，再生音への影響についても検討する． 

 

1.3 本論文の構成 

本論文は 6つの章から構成されている． 

第 1章では，本論文の研究背景と目的および本論文の構成を述べた． 

第 2 章では，オーディオ用インシュレータとして広く用いられる円錐型ホーンに加え，

比較対象として円柱を採り上げ，ホーン形状が載置機器にどのような効果を与えるかにつ

いて考察する．まず，梁の縦振動および音響ホーンの理論解析について述べ，ホーン内を

伝搬する振動の波動方程式を導出した．得られた解に対して，簡単のため反射波を 0 と近
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似した境界条件と，有限なインピーダンスが接続された 2 種類の境界条件をそれぞれ与え

て，可聴領域におけるインピーダンスの周波数特性をそれぞれ求める．数値計算から得ら

れた駆動点インピーダンスの周波数特性について，ホーン形状が持つ振動伝達特性の方向

性について検討する．さらにインシュレータの振動減衰特性を測定し，数値計算結果と比

較する． 

第 3 章では，円錐型ホーンより高い効果を期待して，指数関数型ホーンのインシュレー

タを提案する．第 2 章と同様に波動方程式の解に有限な境界条件を与え，加振点からみた

インピーダンスの周波数特性を求める．また実際に指数関数型ホーンを作製し，測定で得

られた振動減衰特性と数値計算結果を比較し，指数関数型ホーンの振動伝達の方向性につ

いて検討する．また，指数関数型ホーンとほぼ同じ交差周波数を持つ円錐型ホーンとの振

動減衰量の違いについても比較する． 

第 4章では，第 2および 3章で用いた解析手法の問題点を解消するとともに，単一要素

を組み合わせた複合形状のインシュレータに対して，振動伝達特性を導出する手段として，

伝搬定数を用いた振動伝達特性の解析手法を提案する．第 2および 3章扱った円柱および

円錐，指数関数型ホーンの伝搬定数を導出し，第 2および 3章の数値計算結果と同様の結

果が得られるかを確認する．また複雑な形状の一例として，円柱と円錐を組み合わせた複

合型ホーンに対し，四端子素子の直列接続として全体の系を求めて数値計算を行い，振動

減衰特性の測定結果と比較することで本手法の有効性を示す． 

第 5章では，第 4章までで得られたインシュレータの特性を踏まえ，インシュレータが

オーディオ機器に与える影響を実験的に検討するため，オーディオ用アンプとスピーカを

採り上げ，機器の振動状態の変化および振動低減効果を比較する．また，得られた載置機

器の振動低減効果の周波数特性とインシュレータの振動伝達・減衰特性との関係について

検討するとともに，載置機器の振動低減効果が与える再生音への影響についても述べる． 

最後の第 6章では，本論文の成果と今後の課題について述べる． 
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第 2 章 円錐型ホーンの振動伝達特性 

2.1 緒言 

1970 年代から LP プレーヤ用として用いられてきたオーディオ用インシュレータは，ゴ

ムやバネといった弾性体を素材として，主に円柱などの断面積がほぼ一定な形状を持つ製

品が広く販売・使用されていた．そして，その効果は，インシュレータを柔らかいバネと

みなして共振周波数を数～数 10 Hz 程度まで低く設計することで，床やキャビネットから

伝達するパルシブで高域まで含む振動を絶縁する効果や弾性体による振動吸収効果を目的

として，理論的背景を基に開発されてきた[14-20]． 

一方で，近年（1990 年代から）使用されているインシュレータを構成する要素の代表と

して，円柱や円錐型ホーン，さらにそれらを組み合わせた形状が広く用いられている．特

に円錐型ホーンについては，断面積が変化する形状であることを踏まえれば，円錐の頂点

から底面，または底面から頂点と，使用する方向により特性が逆転する可能性もある．ま

た材質は木材や石材，金属材料など，従来のものと比べてバネ定数が大きく，共振周波数

が数 100 Hz から数 kHz に及ぶ固体材料が多く使われている．したがって，現在のインシュ

レータは，目的や得られる効果が従来のものとは異なると推察される．そのため，現在広

く使用されているインシュレータがどのような効果を持ち，載置機器にどのような影響を

及ぼすか，インシュレータの特性を解析しておく必要がある． 

本章では，インシュレータの働きについて理論的に明らかにするため，解析対象として

直方体を含めて断面積が一定な代表として円柱，また，断面積が一定割合で変化する円錐

型ホーンを解析対象として採り上げる．円錐型ホーンは頂点を加振するか，底面を加振す

るかの方向性を考慮して検討する．球形状や特殊な形状[5-9]を除き，立方体などを含めて

主だった形状のインシュレータについて，振動伝達特性の把握ができるものと考える． 

まず理論解析において，音響ホーン[37-42]や梁の縦振動[43-46]で培われた知見に基づき，

振動伝搬に関する波動方程式を有限な境界条件の下で解き，加振点から見た駆動点インピ

ーダンスを導出する．加振点からインシュレータへ向けて振動エネルギーの流入特性を評

価するためである．厳密には，端部における振動の結合状態を把握する必要があるが，簡

単のため要素間の結合は密であることを仮定している．得られた評価式に，形状因子や材

質因子を導入して，加振点でのインピーダンスの周波数特性のシミュレーションを行った． 

ただし，駆動点インピーダンス自体を測定することは困難であるため，実験的考察では，

真鍮を用いて作製した円柱といくつかの円錐に対して，底面または頂点を加振した際の加

振側および伝達側の振動速度レベルを測定し，これらの差を振動減衰特性として求め，シ

ミュレーション結果と比較した． 
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2.2 理論的考察 

解析対象は，図 2-1 に示すように断面積が変化しない円柱と断面積が変化する円錐（厳

密には上底面の直径が十分小さい円錐台）とし，振動伝達特性の解析を試みる．円錐は振

動伝搬方向を考慮し，図 2-1(b)に示す頂点（Throat）を加振して底面（Mouth）に向かう Normal

方向と，(c)に示すような底面から頂点に向かう Inverse 方向について解析する．解析対象

は，図中の高さ ℎ で示される部分で，円柱の断面積を 𝑆，円錐の断面積は Throat および

Mouth でそれぞれ 𝑆֏ および 𝑆ֈ とする．頂点は同一物質の受け皿（薄い円柱），また底面

は薄い円柱を介して外部に接続される．境界条件は入力側を加振し，出力側から外部に伝

達されるとして与える．加振源からインシュレータへの振動伝搬特性は，出力端に接続さ

れる負荷インピーダンスを考慮して，駆動点インピーダンスで評価を試みる． 

 

2.2.1 固体内の一次元波動方程式 

固体内を伝搬する振動は，断面積が連続的に変化する梁の縦振動として解かれる．しか

し，インシュレータで用いられる円錐は断面積の広がりが急であり，厳密な解を求めるの

は困難ではあるが，近似的な特性の把握は可能と考える．円柱および円錐における理論解

析は，音響ホーン[37-42]や梁の縦振動問題[43-46]と同様に進めることができる． 

一般的にインシュレータとして用いられるホーンは数 cm 程度であり，オーディオ機器

の再生音に与える影響は可聴領域が主であると推察される．したがって，ホーンの長さお

よび径は，インシュレータ内部を伝搬する振動の波長に対して 1/10~1/100 倍程度と十分に

小さいとみなせる．この近似から，ホーン内部の振動伝搬はホーンの軸方向に沿った平面

波として考察することが出来る．これらの条件から，固体内部の振動伝搬について波動方

程式を立てて検討を試みる． 

 

(a) 円柱       (b) Normal 方向（円錐）(c) Inverse 方向（円錐） 

図 2-1 円柱および円錐型ホーンの側面図 
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ここで，固体（ホーン）内部を伝搬する振動を平面波と仮定し，図 2-2 に示す各辺の長さ

が 𝛿𝑥，𝛿𝑦，𝛿𝑧 で構成される微小な体積要素について，1 方向での体積変化量を考える（図

2-2(a)）．今，微小体積の 𝑦𝑧 面において変位 𝑢(𝑥, 𝑡) が生じた場合，右側（𝑢(𝑥, 𝑡) + 𝑑𝑥）で

の変位の変化量は 𝑢 + {𝜕𝑢(𝑥, 𝑡) 𝜕𝑥⁄ }𝑑𝑥 となる．したがって，𝑥 軸に生じる体積変化 𝛥𝑉  は， 

 

 𝛥𝑉 =
𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
𝑑𝑥𝑑𝑦𝑑𝑧 (2.1) 

 

で表せ，ここで微小体積の 𝑥 軸方向で生じる応力 𝑝(𝑥, 𝑡) は，縦弾性係数 𝐸 として， 

 

 

−𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝐸
𝛥𝑉 (𝑥, 𝑡)

𝑉 (𝑥, 𝑡)

= 𝐸
𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
． 

 

(2.2) 

 

次に，微小体積に生じる応力変化について考える．図 2-2(b)に示すように，変位 𝑢 に応

力 𝑝(𝑥) が生じた場合， 𝑢(𝑥, 𝑡) + 𝑑𝑥 に生じる応力 𝑝(𝑥, 𝑡) の変化量は，変位 𝑢 同様，𝑝(𝑥, 𝑡) +

{𝜕𝑝(𝑥, 𝑡) 𝜕𝑥⁄ }𝑑𝑥 で表せ，微小体積の密度を 𝜌 とすれば，ニュートンの第 2 法則より，運動

方程式は， 

 

 −
𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
𝑑𝑥𝑑𝑦𝑑𝑧 = 𝜌

𝜕ϵ𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
𝑑𝑥𝑑𝑦𝑑𝑧． (2.3) 

 

 

(a) 微小体積要素の変位 (b) 微小体積要素に作用する応力 

図 2-2 微小体積要素における変位と応力の関係 
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すなわち， 

 

 −
𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
= 𝜌

𝜕ϵ𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
， (2.4) 

 

となる．次に，図 2-3(a)のような断面積が一様な梁の振動を考える．断面積を 𝑆 とすると，

位置 𝑥 において変位 𝑢(𝑥, 𝑡) が生じたとき，体積変化量 𝛥𝑉 (𝑥, 𝑡) は， 

 

 

𝛥𝑉 = 𝑆 ছ𝑢(𝑥, 𝑡) +
𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
𝑑𝑥জ − 𝑆𝑢(𝑥, 𝑡)

= 𝑆
𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
𝑑𝑥    

 

(2.5) 

 

と表せる．一方で，図 2-3(b)のような断面積が 𝑥 軸に沿って連続的に変化する場合，位置

𝑥 + 𝑑𝑥 において，断面積は 𝑆(𝑥) + {𝑑𝑆(𝑥) 𝑑𝑥⁄ }𝑑𝑥 となり，(2.5)式は， 

 

 

𝛥𝑉 = ছ𝑆(𝑥) +
𝑑𝑆(𝑥)

𝑑𝑥
𝑑𝑥জছ𝑢(𝑥, 𝑡) +

𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
𝑑𝑥জ − 𝑆𝑢(𝑥, 𝑡)

= ছ𝑆(𝑥)
𝑑𝑢(𝑥, 𝑡)

𝑑𝑥
+ 𝑢(𝑥, 𝑡)

𝑑𝑆(𝑥)

𝑑𝑥
জ𝑑𝑥 + গ

𝑑𝑆(𝑥)

𝑑𝑥
ঘ গ

𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
ঘ 𝑑𝑥ϵ

≅ ছ𝑆(𝑥)
𝑑𝑢(𝑥, 𝑡)

𝑑𝑥
+ 𝑢(𝑥, 𝑡)

𝑑𝑆(𝑥)

𝑑𝑥
জ𝑑𝑥． 

 

 

(2.6) 

 

断面に生じる応力 𝑝(𝑥, 𝑡) は， 

 

 

(a) 一様な梁の縦振動 (b) 断面積が変化する梁の縦振動 

図 2-3 梁の縦振動 
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−𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝐸
𝛥𝑉 (𝑥, 𝑡)

𝑉 (𝑥, 𝑡)

= 𝐸
অ𝑆(𝑥)

𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)
𝜕𝑥

+ 𝑢(𝑥, 𝑡)
𝑑𝑆(𝑥)

𝑑𝑥 আ𝑑𝑥

𝑆(𝑥)𝑑𝑥

= 𝐸 ছ
𝜕𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
+

𝑢(𝑥, 𝑡)

𝑆(𝑥)

𝑑𝑆(𝑥)

𝑑𝑥
জ． 

 

 

(2.7) 

 

(2.7)式に対し，時間に関して 2 階微分を行うと，𝜕𝑝(𝑥, 𝑡) 𝜕𝑥⁄ = −𝜕ϵ𝑢(𝑥, 𝑡) 𝜌𝜕𝑡ϵ⁄  より， 

 

 

−
𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
= 𝐸 ছ

𝜕

𝜕𝑥

𝜕ϵ𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
+

1

𝑆(𝑥)

𝜕𝑆(𝑥)

𝜕𝑥

𝜕ϵ𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
জ

= −
𝐸

𝜌
ছ

𝜕

𝜕𝑥

𝜕ϵ𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
+

1

𝑆(𝑥)

𝜕𝑆(𝑥)

𝜕𝑥

𝜕ϵ𝑢(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
জ． 

 

(2.8) 

 

ただし，𝜌 は媒質の密度を表し，𝑐ϵ = 𝐸 𝜌⁄  とすと，梁を伝搬する振動の波動方程式は，中

心軸を 𝑥 軸とし，𝑥 における内部の応力 𝑝(𝑥, 𝑡) は，次の波動方程式， 

 

 
𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
+

1

𝑆(𝑥)

𝑑𝑆(𝑥)

𝑑𝑥

𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
=

1

𝑐ϵ

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
 (2.9) 

 

で与えられる[37-42]．ここで 𝑐 は媒質内の伝搬速度で，縦弾性係数 𝐸 と媒質の密度 𝜌 を用

いて 𝑐ϵ = 𝐸 𝜌⁄  である．さらに 𝑆(𝑥) は 𝑥 における断面積であり，𝑥 に対する変化は緩やか

であると仮定する．また，𝑥 軸方向の変位を 𝑢(𝑥, 𝑡) とおくと，𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝐸𝑑𝑢(𝑥, 𝑡) 𝑑𝑥⁄  であ

り，振動速度は，𝑢̇(𝑥, 𝑡) = (𝑗/𝜔𝜌) 𝑑𝑝(𝑥, 𝑡) 𝑑𝑥⁄  で与えられる．以下，円柱と円錐に対して(2.9)

式の解を求める． 

 

2.2.2 円柱の振動伝達特性 

図 2-1(a)に示す円柱に対して(2.9)式は，第二項が 0 となり次式となる． 

 

 
𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
=

1

𝑐ϵ

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
 (2.10) 

 

一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) を得るにあたって，𝑝(𝑥, 𝑡) ∝ 𝑒օᇖ֏ および 𝑝(𝑥, 𝑡) ∝ 𝑒ւ֓と仮定して，(2.10)式の

解を 
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 𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝑝Ј𝑒
ւ֓𝑒օᇖ֏ ， (2.11) 

 

とおくと，(2.10)式の各項は，それぞれ 

 

 

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
= −𝜔ϵ𝑒օᇖ֏

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
= 𝑔ϵ𝑒ւ֓

    

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

 (2.12) 

 

となり，(2.10)式へ代入し，𝑘 = 𝜔 𝑐⁄  を定義することにより， 

 

 
𝑔ϵ = −

𝜔ϵ

𝑐ϵ
 

𝑔 = −𝑗𝑘 ． (2.13) 

 

したがって，(2.10)式の一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) は， 

 

 𝑝(𝑥, 𝑡) = (λ1𝑒
−օֆ֓ + λϵ𝑒

օֆ֓)𝑒օᇖ֏． (2.14) 

 

さらに振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は， 

 

 

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑗
1

𝑘𝜌𝑐

𝜕

𝜕𝑥
𝑝(𝑥, 𝑡)

=
λφ𝑒

−օֆ֓ − λϵ𝑒
օֆ֓

𝜌𝑐
𝑒օᇖ֏ (2.15) 

 

と音響管と同様の形で与えられる．ここで λφ および λϵ は，境界条件によって定められる

積分定数である．ここで境界条件は 𝑥 = 0 において 𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Јexp (𝑗𝜔𝑡) で，さらに円柱の

先に同一素材（特性インピーダンス 𝜌𝑐 ）の物体が接続されていると仮定すれば，𝑥 = ℎ に

おける境界条件は，𝑝(ℎ, 𝑡)/𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝜌𝑐 となり，積分定数は， 

 

 λφ = 𝜌𝑐𝑢̇Ј , λϵ = 0 (2.16) 

 

で与えられる．つまり，λϵ = 0 から，反射波がない形として，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度

 𝑢̇(𝑥, 𝑡) はそれぞれ次式で表せる． 
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𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−օֆ֓𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
−օֆ֓𝑒օᇖ֏

    ৔ (2.17) 

 

結局，円柱は形状が左右対称であり，加振点が 𝑥 = 0 であっても，また 𝑥 = ℎ であっても

振動の伝達に方向性は生じない． 

ここで，固体ホーンのような線形の機械系において，加振源から見た伝達側への振動伝

達のし易さを評価するため，ある 1 点における応力と速度の比，つまり単位面積当たりに

おける機械インピーダンスを用いて振動の応答性から評価する．また，インシュレータに

伝達される振動エネルギーの大小は，インピーダンス整合に基づけば，加振源の内部イン

ピーダンスと駆動点インピーダンスの比の大小関係に依存しており，駆動点インピーダン

スの実部により振動伝達特性を把握することが出来る．円柱における，駆動点インピーダ

ンス 𝑍(0, 𝑡) または 𝑍(ℎ, 𝑡) は，(2.17)式より次式となる． 

 

 

𝑍(0, 𝑡) = 𝑍(ℎ, 𝑡)

=
𝑝(0, 𝑡)

𝑆𝑢̇(0, 𝑡)
 

=
𝜌𝑐

𝑆
  

(2.18) 

 

(2.18)式より，円柱の駆動点インピーダンスは，密度や伝搬速度など材質のパラメータと形

状因子である断面積に依存するが，周波数に依存せず一定の値であることが示される． 

 

2.2.3 円錐型ホーンの振動伝達特性 

図 2-1(b)，(c)に示す円錐型ホーンの頂角を 𝜃，高さを ℎ とする．Normal 方向と Inverse 方

向に対して，位置 𝑥 での断面積はそれぞれ以下のように与えられ， 

 

 𝑆(𝑥) =

⎩
৖৖
⎨

৖৖
⎧

𝜋 গ𝑥tan
𝜃

2
ঘ

ϵ

               (Normal 方向)

𝜋 ছ(ℎ − 𝑥)tan
𝜃

2
জ

ϵ

       (Inverse 方向)

． (2.19) 

 

結局，(2.9)式は，各方向に対して次式となる． 
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𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
+

2

𝑥

𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
=

1

𝑐ϵ

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
    (Normal 方向) (2.20) 

 

 
𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
−

2

ℎ − 𝑥

𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
=

1

𝑐ϵ

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
   (Inverse 方向) (2.21) 

 

ここで，(2.20)式の解 𝑝(𝑥, 𝑡) について，𝑝(𝑥, 𝑡) ∝ 𝑒օᇖ֏ および 𝑝(𝑥, 𝑡) ∝ 𝑒ւ֓ 𝑥⁄  と仮定して， 

 

 𝑝(𝑥, 𝑡) =
1

𝑥
𝑝Ј𝑒

ւ֓𝑒օᇖ֏ (2.22) 

 

とおくと，(2.20)式の各項は，それぞれ 

 

 

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
= −

1

𝑥
𝜔ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
= ঁ

𝑔

𝑥
−

1

𝑥ϵ
ং𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
= গ

𝑔ϵ

𝑥
−

2𝑔

𝑥ϵ
−

2

𝑥ϯ
ঘ 𝑝(𝑥, 𝑡)

   

⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 (2.23) 

 

と得られる．これらを(2.20)式に代入すると，𝑘 = 𝜔 𝑐⁄  を用いて， 

 

 
𝑔ϵ + 𝑘ϵ = 0 

𝑔 = ±𝑗𝑘 (2.24) 

 

となり，この一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は，球面波と同様な解として得られ， 

 

 
𝑝(𝑥, 𝑡) =

λϯ𝑒
−օֆ֓ + λΚ𝑒

օֆ֓

𝑥
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
λϯ(1 + 𝑗𝑘𝑥)𝑒−օֆ֓ + λΚ(1 − 𝑗𝑘𝑥)𝑒օֆ֓

𝑗𝑘𝜌𝑐𝑥ϵ
𝑒օᇖ֏

  

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

  (Normal 方向)． (2.25) 

 

Inverse 方向についても，同様に一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は次式となる． 
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𝑝(𝑥, 𝑡) = −

𝜆Θ𝑒
օֆ(փ−֓) + λϩ𝑒

−օֆ(փ−֓)

ℎ − 𝑥
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
λΘ{1 − 𝑗𝑘(ℎ − 𝑥)}𝑒օֆ(փ−֓) + λϩ{1 + 𝑗𝑘(ℎ − 𝑥)}𝑒−օֆ(փ−֓)

𝑗𝑘𝜌𝑐(ℎ − 𝑥)ϵ
𝑒օᇖ֏

 

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

 (2.26) 

 (Inverse 方向)  

 

2.2.3.1 反射波を考慮しない場合 

円錐型ホーンを始めとして球面波や音響ホーンなどの解析は，自由空間や無限長のホー

ンなどで広く知られているが，理論考察では簡単のため，反射波（後退波）は存在しない，

または進行波と比べて十分小さいと仮定して，(2.25)式や(2.26)式中の第二項，すなわち反

射波を 0 として考察を進めることが多い[40, 42]．本解析においても同様の仮定の下，得ら

れた一般解について解き進める．したがって，前項で得られた Normal，Inverse 方向におけ

る応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) の結果（(2.25)式および(2.26)式）はそれぞれ， 

 

 
𝑝(𝑥, 𝑡) =

λϯ
஥𝑒−օֆ֓

𝑥
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
λϯ

஥ (1 + 𝑗𝑘𝑥)𝑒−օֆ֓

𝑗𝑘𝜌𝑐𝑥ϵ
𝑒օᇖ֏

     

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

  (Normal 方向)， (2.27) 

 

 
𝑝(𝑥, 𝑡) = −

λΘ
஥𝑒օֆ(փ−֓)

ℎ − 𝑥
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
λΘ

஥{1 − 𝑗𝑘(ℎ − 𝑥)}𝑒օֆ(փ−֓)

𝑗𝑘𝜌𝑐(ℎ − 𝑥)ϵ
𝑒օᇖ֏

 

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

  (Inverse 方向) (2.28) 

 

と書き換えられる．ここで，(2.27)式に示す Normal 方向について， 𝑥 = 𝑎 を境界として，

𝑥 = 𝑎 での振動速度を 𝑢̇(𝑎, 𝑡) = 𝑢̇Ј exp(𝑗𝜔𝑡) として境界条件を与えると， 

 

 λϯ
஥ = 𝑗𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑎

ϵ 𝑒օֆռ

1 + 𝑗𝑘𝑎
 (2.29) 

 

を得る．結果として(2.27)式は， 
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𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝑗𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑎ϵ

𝑥

1

1 + 𝑗𝑘𝑎
𝑒−օֆ(֓−ռ)𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
𝑎ϵ𝑢̇Ј

𝑥ϵ

1 + 𝑗𝑘𝑥

1 + 𝑗𝑘𝑎
𝑒−օֆ(֓−ռ)𝑒օᇖ֏

    

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

  (Normal 方向) (2.30) 

 

ここで，𝑥 = 𝑎 を加振点とすると，加振側から見た伝達側への駆動点インピーダンス Zկ
 ஥  

は，Throat の断面積 S֏ を考慮して， 

 

 Zկ
 ஥ = 𝜌𝑐

𝑘ϵ𝑎ϵ + 𝑗𝑘𝑎

1 + 𝑘ϵ𝑎ϵ

1

S֏

  (Normal 方向) (2.31) 

 

が得られる． 

同様に(2.28)式の Inverse 方向についても，𝑥 = 0 を境界として，境界条件𝑢̇(0, 𝑡) =

𝑢̇Ј exp(𝑗𝜔𝑡) を与えて解くと， 

 

 λΘ
஥ = 𝑗𝑘𝜌𝑐𝑢̇Јℎ

ϵ 𝑒−օֆփ

1 − 𝑗𝑘ℎ
 (2.32) 

 

より，結果として(2.28)式は Normal 方向と同様に， 

 

 
𝑝(𝑥, 𝑡) = −𝑗𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

ℎϵ

ℎ − 𝑥

1

1 − 𝑗𝑘ℎ
𝑒−օֆ֓𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
ℎϵ𝑢̇Ј

(ℎ − 𝑥)ϵ

1 − 𝑗𝑘(ℎ − 𝑥)

1 − 𝑗𝑘ℎ
𝑒−օֆ֓𝑒օᇖ֏

    

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

  (Inverse 方向) (2.33) 

 

で得られる．𝑥 = 0 を加振点とすると，結局，Inverse 方向における駆動点インピーダンス

 Zժ
 ஥ は，Normal 方向と同様に次式となる． 

 

 Zժ
 ஥ = 𝜌𝑐

𝑘ϵℎϵ − 𝑗𝑘ℎ

1 + 𝑘ϵℎϵ

1

Sֈ

   (Inverse 方向) (2.34) 
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2.2.3.2 反射波を考慮した場合 

前述の通り，音響ホーンの分野においては，反射波を考慮せず，さらに境界条件として，

出力端を固定端または自由端として解き進めることで低周波数領域（カットオフ周波数以

下の帯域）においてエネルギー伝搬はないとされている．しかし，インシュレータの振動

伝搬を解析するにあたっては，加振側のインピーダンスが負荷側に接続されるインピーダ

ンスと整合が取れる場合，つまり接合部でインピーダンスが同じ（整合する）ならば反射

は生じないとして考察される．一方，インシュレータのインピーダンスを導出する過程に

おいては，その大きさが明らかでないため，反射波も含めて考察する必要がある． 

また，インシュレータにおいては，使用状態を考慮すると，円柱や円錐の端部は円柱や

受け皿，さらにその先に床や機器のインピーダンスが接続された構造を取っている．した

がって，図 2-1(b)に示すように，𝑥 = 𝑎 で加振されるなら，境界条件は 𝑥 = 𝑎 において

 𝑢̇(𝑎, 𝑡) = 𝑢̇Јexp (𝑗𝜔𝑡) で，𝑥 = ℎ において，特性インピーダンス 𝜌𝑐 の物体に接続され，

𝑝(ℎ, 𝑡)/𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝜌𝑐 となる．以上の境界条件を(2.25)，(2.26)式へ与えて，積分定数 λϯ~λϩ を

解く．ただし，Normal 方向で 𝑥 = 𝑎 および ℎ，Inverse 方向の場合は，𝑥 = 0 および ℎ − 𝑎 

を境界とした．結果として，λϯ~λϩ はそれぞれ， 

 

𝜆ϯ =
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑢̇Ј অ1 −

(1 − 𝑗𝑘ℎ)
𝑗𝑘ℎ আ 𝑒օֆփ

অ1 −
(1 − 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 −
(1 + 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

𝜆Κ =
−𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑢̇Ј অ1 −

(1 + 𝑗𝑘ℎ)
𝑗𝑘ℎ আ 𝑒−օֆփ

অ1 −
(1 − 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 −
(1 + 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)
⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

， (2.35) 

(Normal 方向)  

 

𝜆Θ =
𝑗𝑘𝜌𝑐ℎϵ𝑢̇Ј অ1 +

(1 + 𝑗𝑘𝑎)
𝑗𝑘𝑎 আ 𝑒−օֆռ

অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘𝑎 আ (1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)

λϩ =
−𝑗𝑘𝜌𝑐ℎϵ𝑢̇Ј অ1 +

(1 − 𝑗𝑘𝑎)
𝑗𝑘𝑎 আ 𝑒օֆռ

অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘𝑎 আ (1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)
⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 (2.36) 

(Inverse 方向)  

 

となる．(2.35)式より，得られた Normal 方向における応力 𝑝կ (𝑥, 𝑡) と振動速度 𝑢̇կ (𝑥, 𝑡) を

(2.37)，(2.38)式にそれぞれ示す． 
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𝑝կ (𝑥, 𝑡) =
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑥
 

 

×

⎣

⎢
⎡ অ1 −

(1 − 𝑗𝑘ℎ)
𝑗𝑘ℎ আ 𝑒օֆ(փ−֓)

অ1 −
(1 − 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 −
(1 + 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

  

−
অ1 −

(1 + 𝑗𝑘ℎ)
𝑗𝑘ℎ আ 𝑒−օֆ(փ−֓)

অ1 −
(1 − 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 −
(1 + 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)
⎦

⎥
⎤

 (2.37) 

(Normal 方向)  

 

𝑢̇կ (𝑥, 𝑡) =
𝑎ϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑥ϵ
 

 

×

⎣

⎢
⎡ অ1 −

(1 − 𝑗𝑘ℎ)
𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘𝑥)𝑒օֆ(փ−֓)

অ1 −
(1 − 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 −
(1 + 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

   

−
অ1 −

(1 + 𝑗𝑘ℎ)
𝑗𝑘ℎ আ (1 − 𝑗𝑘𝑥)𝑒−օֆ(փ−֓)

অ1 −
(1 − 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 −
(1 + 𝑗𝑘ℎ)

𝑗𝑘ℎ আ (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)
⎦

⎥
⎤

 (2.38) 

(Normal 方向)  

 

ここで，応力 𝑝կ (𝑥, 𝑡) と振動速度 𝑢̇կ (𝑥, 𝑡) を用い，加振点から見た伝達側への駆動点イン

ピーダンス 𝑍կ  は加振側の断面積 𝑆֏ 用いて， 

 

𝑍կ =
𝑝կ (𝑎)

𝑆֏𝑢̇կ(𝑎)

=
𝜌𝑐𝑘𝑎

𝑆֏

×
𝑘ϯ𝑎ℎϵ + 𝑗{(𝑘ℎ)ϵ − 𝑘ϵ𝑎ℎ cosϵ 𝛼 + (1 + 𝑘ϵ𝑎ℎ) sinϵ 𝛼 − 𝑘(2ℎ − 𝑎) cos 𝛼 sin 𝛼}

{𝑘ℎ(𝑘𝑎 cos 𝛼 + sin 𝛼)}ϵ + {𝑘(ℎ − 𝑎) cos 𝛼 − (1 + 𝑘ϵ𝑎ℎ) sin 𝛼}ϵ
 (2.39) 

(Normal 方向)  

 

で表せる．ただし，𝛼 = 𝑘(ℎ − 𝑎)とする． 

同様に Inverse 方向における応力 𝑝ժ(𝑥, 𝑡) と振動速度 𝑢̇ժ(𝑥, 𝑡) はそれぞれ，(2.36)式より，
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𝑝ժ(𝑥, 𝑡) = −
𝑗𝑘𝜌𝑐ℎϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

ℎ − 𝑥
  

×

⎣

⎢
⎡ অ1 +

(1 + 𝑗𝑘𝑎)
𝑗𝑘𝑎 আ 𝑒օֆ{փ−(֓+ռ)}

অ1 +
(1 + 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘𝑎 আ (1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)

  

−
অ1 +

(1 − 𝑗𝑘𝑎)
𝑗𝑘𝑎 আ 𝑒−օֆ{փ−(֓−ռ)}

অ1 +
(1 + 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘𝑎 আ (1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)
⎦

⎥
⎤
， (2.40) 

(Inverse 方向)  

 

𝑢̇ժ(𝑥, 𝑡) =
ℎϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

(ℎ − 𝑥)ϵ
 

 

×

⎣

⎢
⎡ অ1 +

(1 + 𝑗𝑘𝑎)
𝑗𝑘𝑎 আ {1 − 𝑗𝑘(ℎ − 𝑥)}𝑒օֆ{փ−(֓+ռ)}

অ1 +
(1 + 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘𝑎 আ (1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)

   

−
অ1 +

(1 − 𝑗𝑘𝑎)
𝑗𝑘𝑎 আ {1 + 𝑗𝑘(ℎ − 𝑥)}𝑒−օֆ{փ−(֓+ռ)}

অ1 +
(1 + 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘𝑎 আ (1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) − অ1 +
(1 − 𝑗𝑘𝑎)

𝑗𝑘ℎ আ (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)
⎦

⎥
⎤

 (2.41) 

(Inverse 方向)  

 

を得る．したがって，Inverse 方向の駆動点インピーダンス 𝑍ժ  は次式で得られる． 

 

 𝑍ժ =
𝑝ժ(0)

𝑆ֈ𝑢̇ժ(0)

=
𝜌𝑐𝑘ℎ

𝑆ֈ

×
𝑘ϯ𝑎ϵℎ + 𝑗{−(𝑘𝑎)ϵ + 𝑘ϵ𝑎ℎ cosϵ 𝛼 − (1 + 𝑘ϵ𝑎ℎ) sinϵ 𝛼 + 𝑘(ℎ − 2𝑎) cos 𝛼 sin 𝛼}

{𝑘𝑎(𝑘ℎ cos𝛼 − sin 𝛼)}ϵ + {𝑘(ℎ − 𝑎) cos 𝛼 − (1 + 𝑘ϵ𝑎ℎ) sin 𝛼}ϵ
 (2.42) 

(Inverse 方向)  

 

以上の結果より，ホーンの形状因子として，𝑎 ，ℎ ，S֏ ，Sֈ ，材料因子として，伝搬速

度 𝑐 および媒質の密度 𝜌 を含んでおり，これらの各因子の影響を評価することが可能であ

る．ただし，内部損失は十分に小さいと仮定し，考慮に入れないこととした． 
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2.2.4 駆動点インピーダンスの周波数特性 

前項の(2.31)および(2.34)式，または(2.39)および(2.42)式で得られた円錐型ホーンの駆動

点インピーダンスの周波数特性について各伝搬方向で比較するとともに，反射波の考慮に

よる伝達特性の変化についても検討する． 

本項では，駆動点インピーダンスの周波数特性について，VBA（Microsoft Excel）を用い

て数値計算し，インシュレータの振動伝達特性を検討する．ホーンの素材をインシュレー

タとして広く用いられる真鍮（密度 𝜌 = 8600 kg/m3，伝搬速度 𝑐 = 3480 m/s）を採用してイ

ンシュレータを作製した．ホーン形状による伝達特性の違いについて検討するため，円錐

の Throat の半径を r֏ = 5.0 × 10−Κ m，Mouth の半径を rֈ = 1.0 × 10−ϵ m と固定して，頂

角が 30°，60°，90°，120°の 4 種類で特性の違いを比較する．計算に用いた各パラメータ

を表 2-1 に示す． 

 

2.2.4.1 反射波を考慮しない場合 

まず，反射波を考慮せずに導出した(2.31)および(2.34)式の駆動点インピーダンスの伝達

方向による大小を比較する． 

図 2-4(a)に駆動点インピーダンスの数値計算結果，図 2-4(b)に Normal 方向と Inverse 方向

の比を示す．図 2-4(a)の縦軸は材質の特性インピーダンス 𝜌𝑐 で規格化した値を示しており，

インピーダンス整合の考え方に基づくと，振動源からインシュレータへ伝達される振動エ

ネルギーの大小は，駆動点インピーダンスと振動源の内部インピーダンス 𝜌𝑐 との比に関

係するため，内部インピーダンス 𝜌𝑐 に近い値をとることで振動エネルギー伝搬が大きく，

導通状態であると評価できる． 

図 2-4(a)より，黒線で示す Normal 方向のインピーダンスは，数 10 kHz まで一定値を示

し，高周波数領域でインピーダンスが増加し，絶縁特性を示す．一方で，Inverse 方向では，

表 2-1  数値計算で用いた各パラメータ 

パラメータ名称 円柱 円錐型ホーン 

頂角 30° 頂角 60° 頂角 90° 頂角 120° 

密度 ℎ  (kg/m3) 8600 8600 8600 8600 8600 

伝搬速度 𝑐  (m/s) 3480 3480 3480 3480 3480 

Throat 半径 𝑟֏ (m) 1.25×10-2 5.00×10-4 5.00×10-4 5.00×10-4 5.00×10-4 

Mouth 半径 𝑟ֈ (m) 1.25×10-2 1.00×10-2 1.00×10-2 1.00×10-2 1.00×10-2 

ホーン高さ ℎ  (m) 2.00×10-2 3.55×10-2 1.65×10-2 9.50×10-3 5.48×10-3 

微小先端長さ 𝑎  (m) － 1.87×10-3 8.66×10-4 5.00×10-4 2.89×10-4 

頂角 𝜃  ( °) － 30 60 90 120 

交差周波数 𝐹֎  (kHz) － 2.20 4.80 8.30 14.4 
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Normal 方向と比べ，変化量は十分小さく振動エネルギーが導通状態となることがわかる．

さらに，Normal 方向において，振動が絶縁される最低周波数は 120°で 100 kHz 程度である

のに対して，30°では数 10 kHz まで低下しており，円錐の頂角を小さくすることにより，

低周波数領域で振動絶縁効果が得られることが示される． 

また，図 2-4(b)に示す駆動点インピーダンスの比をみると，可聴領域を含む低周波数領

域では伝達方向によるインピーダンスにほとんど違いは見られないが，100 kHz 以降の高

周波数領域において，Normal 方向のインピーダンスは Inverse 方向と比較して，最大 400 倍

近く高い値を示した．一方で可聴周波数領域を含む低周波数側では，各方向のインピーダ

ンスはおよそ等しく，伝搬方向による振動エネルギーの伝搬量に差が生じない結果となっ

た．この結果から，高周波数領域ではホーン内を伝達する振動は伝搬する方向によって，

振動の絶縁と導通効果が得られる周波数の選択性を持つことが示された． 

 

 

(a)駆動点インピーダンスの数値計算結果 

 

(b) 伝達方向の違いによる駆動点インピーダンス比 

図 2-4 駆動点インピーダンスの周波数特性 
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2.2.4.2 反射波を考慮した場合 

一方で，インシュレータを有限長ホーンとして，反射波を含めて求めた駆動点インピー

ダンス（(2.18)，(2.39)，(2.42)式）について，形状と伝搬方向による周波数特性を比較する．

負荷インピーダンスは真鍮の特性インピーダンス 𝜌𝑐 とした．図 2-5(a)に円柱，図 2-5(b)~(e)

に円錐型ホーンに対する駆動点インピーダンスの実部に対する数値計算結果を示す．ただ

し，縦軸は特性インピーダンス 𝜌𝑐 で規格化している．図 2-5(a)より，円柱の駆動点インピ

ーダンスは，周波数に無関係に断面積 𝑆 の逆数で一定値を示す．一方，図 2-5(b)~(e)の円錐

型ホーンでは，Normal 方向の伝搬で約 50 kHz まで一定値を示すが，Inverse 方向では周波

数の増加に伴いインピーダンスが減少し，ある周波数で Normal 方向と交差してさらに減少

している（この交差する周波数を交差周波数 𝐹֎ と呼ぶ）． 

したがって，この交差周波数 𝐹֎ より高い領域で，Inverse 方向の振動エネルギーの伝達

が Normal 方向より大きくなることが示される．一方，𝐹֎ 以下の帯域では Normal 方向に比

べて，Inverse 方向で振動エネルギーの伝達が急激に小さくなると推察され，Inverse 方向で

は，振動伝達の周波数選択性が生じていると考えられる．さらに図 2-5(b)~(e)より，この交

差周波数 𝐹֎ は，30°で 2.2 kHz，60°で 4.8 kHz，90°では 8.3 kHz，120°では 14.4 kHz であっ

た．この特性は，Mouth の断面積を固定した場合，先端角度の拡大に伴って交差周波数も

上昇する結果が得られ，ホーン形状により振動伝達特性が変化することが示される． 

これらの結果より，円錐の場合，振動の伝達方向により駆動点インピーダンスに違いが

生じ，載置機器の振動状態に影響を与えていることがうかがえる． 

 

 

(a) 円柱の駆動点インピーダンス 

図 2-5 駆動点インピーダンスの周波数特性 
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(b) 円錐型ホーン（頂角 30°）の駆動点インピーダンス 

 

 

 

 

 

(c) 円錐型ホーン（頂角 60°）の駆動点インピーダンス 

図 2-5 駆動点インピーダンスの周波数特性（つづき） 
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(d) 円錐型ホーン（頂角 90°）の駆動点インピーダンス 

 

 

 

 

 

(e) 円錐型ホーン（頂角 120°）の駆動点インピーダンス 

図 2-5 駆動点インピーダンスの周波数特性（つづき） 
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2.2.5 円錐形状と交差周波数の関係 

市販されているインシュレータは，円錐形状を持つものであっても，ホーンの高さや

Mouth の面積，頂角の違いなど様々な製品が存在する．ここでインシュレータの材質に属

するパラメータには密度と伝搬速度があげられるが，𝑍կ  と 𝑍ժ  の実部の交点には密度は影

響を与えず，材質の伝搬速度のみに依存して交差周波数が変化する．図 2-6(a)に頂角が 90°

の場合での伝搬速度と交差周波数 𝐹֎ の関係を示す．図より，材質の伝搬速度に比例して交

差周波数 𝐹֎ が上昇することがわかる． 

また円錐型ホーンにおいて，形状に関するパラメータには 𝜃, ℎ, 𝑆֏, 𝑆ֈ があげられ，ホ

ーン形状については，これらのうち 3 個が独立に決定されるため，𝑆֏ を一定として，ホー

ンの頂角 𝜃 および Mouth の断面積 𝑆ֈ を固定した場合の交差周波数 𝐹֎ の関係を図 2-6(b)

に示す．図において，●はホーンの高さを一定として，ホーンの頂角 𝜃 （Mouth の断面積

 𝑆ֈ ）を変化させた場合，〇は Mouth の断面積を一定として，ホーンの頂角 𝜃 （ホーンの

高さ ℎ ）を変化させた場合の 𝐹֎ の変化を示している．図より，Mouth の断面積が一定の

場合，交差周波数 𝐹֎ は頂角とともに指数関数的に増加し，一方で高さを一定とした場合，

頂角の増加に伴い Mouth の面積が増加するため Inverse 方向のインピーダンスが低下し，

交差周波数 𝐹֎ が低下することが示される． 

 

 

 

(a) ホーンの構成材料（伝搬速度 𝑐）と交差周波数 𝐹֎ の関係 

図 2-6 円錐形状および構成材料と交差周波数 𝐹֎ の関係 
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(b) ホーン形状と交差周波数 𝐹֎ の関係 

図 2-6 円錐形状および構成材料と交差周波数の関係（つづき） 

 

2.3 実験的考察 

2.3.1 実験装置および方法 

前節で得られたインシュレータの振動伝達特性を実験的に検討するため，表 2-1 に示す

パラメータを用いて，円柱および円錐型ホーンのインシュレータを図 2-1 に示す形状で作

製し，形状と伝搬方向による特性の比較を試みる．測定システムの概略図を図 2-7 に示す．

インシュレータへの加振は，ガラス板に対して垂直方向の振動を与えるため，圧電振動板

をガラス板に接着剤で固定し，荷重をかけ，インシュレータの上側または下側を圧電振動

板（村田製作所，7BB-20-6L0）により正弦波加振する．インシュレータへ与える荷重は，

インシュレータの使用環境を想定してブックシェルフ型スピーカ（質量：5.4 kg）を採用し，

加振は 0~20 kHz まで 12.5 Hz 毎のサインスイープ信号を用いた．加振側と伝達側の表面の

振動速度をレーザドップラ振動計（ONO-SOKKI，LV-1720A：感度 0.01 m/s/V）を用いて測

定した．圧電振動板は非線形な周波数特性を持つが，入出力間のレベル差を評価すること

で影響を回避した．また，測定で使用した無反射ガラス板は，レーザ光が透過し，インシ

ュレータの各面の振動を測定できることを確認している． 

振動伝達特性の比較は，各面の振動速度レベルを 1kHz 毎の周波数ポイントで入出力間

の振動速度レベルの差を求め，Throat を加振した場合を Normal 方向，Mouth を加振した場

合を Inverse 方向として，各方向の振動速度レベルの減衰量を評価する． 
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図 2-7 振動減衰特性の測定概略図 

 

 

2.3.2 振動減衰特性の比較 

図 2-8 および図 2-9 に頂角 60°の円錐型ホーンと円柱に対する測定結果を示す．各図で(a)

は Throat を加振する Normal 方向，(b)は Mouth を加振する Inverse 方向で，加振面と伝達面

の振動速度レベルの比較を示す．また(c)は，円錐型ホーンおよび円柱の振動速度レベルの

減衰量を示す．ただし，図中の各周波数ポイントの値は，その周波数の前後 100 Hz の平均

値として求めている．図 2-8(a)では，5 kHz 以降の帯域では加振側に比べて，伝達側の振動

速度レベルが 25 dB ほど低下しているが，(b)では，その差は 10 dB 程度に留まっている．

図 2-8(c)の振動減衰特性を見れば，7 kHz を除いて，4 kHz 以降の領域で Inverse 方向より

Normal 方向で振動減衰量が増加する傾向が見られた．したがって，4 kHz 以下では振動伝

達の方向性に大きな差はないが，それ以上の帯域においては，Normal 方向で振動絶縁，

Inverse 方向で振動伝達効果を示すことが明らかとなった． 

一方，図 2-9(a)，(b)に示す円柱の振動速度レベルは，Normal，Inverse 方向とも 41 dB 程

度で，周波数に無関係で一定かつ伝搬方向にも依存せず，平坦な特性を示している．また，

図 2-9(c)に示す振動減衰特性も，ほぼ 0 dB で一定とみなせ，加振側の振動が直接伝達側に

伝達されていることが示される． 

この結果は，2.2.4 で得られたインシュレータの振動伝達特性を表す駆動点インピーダン

スの数値計算結果と同様の傾向を示すことが確認された． 
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(a) Throat 加振時における振動速度レベル（Normal 方向） 

図 2-8 円錐型ホーン（頂角 60°）における振動速度レベルの変化と振動減衰特性 

 

 

(b) Mouth 加振時における振動速度レベル（Inverse 方向） 

図 2-8 円錐型ホーン（頂角 60°）における振動速度レベルの変化と振動減衰特性（つづき） 
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(c) 振動減衰特性 

図 2-8 円錐型ホーン（頂角 60°）における振動速度レベルの変化と振動減衰特性（つづき） 

 

 

(a) Throat 加振時における振動速度レベル（Normal 方向） 

図 2-9 円柱における振動速度レベルの変化と振動減衰特性 
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(b) Mouth 加振時における振動速度レベル（Inverse 方向） 

図 2-9 円柱における振動速度レベルの変化と振動減衰特性（つづき） 

 

 

(c) 振動減衰特性 

図 2-9 円柱における振動速度レベルの変化と振動減衰特性（つづき） 
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図 2-10 および図 2-11 に示す頂角 30°や 90°の円錐型ホーンについても，60°（図 2-8）と

同様に，それぞれ 2 kHz，8 kHz 以降の領域で Normal 方向の振動減衰が増加しており，交

差周波数 𝐹֎ は，60°の円錐が 4 kHz 付近であったのに対し，30°で半分，90°で約 2 倍の周

波数で特性の入れ替わりが生じている．これらの交差周波数や減衰特性は，図 2-5(b)~(d)で

得た交差周波数とほぼ一致するものである．また，図 2-12 に示す 120°の円錐については，

10~11 kHz となり，角度の増加に伴い交差周波数が上昇し，数値計算と同様の傾向を示すこ

とが確認された． 

駆動点インピーダンスの数値計算結果と振動減衰特性の実測結果から得られた交差周波

数 𝐹֎ についての比較を図 2-13 に示す．交差周波数に着目すれば，30°~90°において，図中

の◆で示す実測結果と破線で示す数値計算結果がおよそ一致している．一方で，120°の円

錐においては，数値計算で得られた交差周波数 𝐹֎ は 14.4 kHz であったの対し，振動減衰

特性から得られた 𝐹֎ では，11~12 kHz と 2~3 kHz 程度の低周波数側に寄り，数値計算結果

との誤差が顕著に表れた．これは数値計算において，円錐の頂角が大きくなるにつれて断

面変化が緩やかであるとした(2.9)式の仮定を満たさなくなったことが要因と推察される． 

また，表 2-2 に数値計算で得られた交差周波数 𝐹֎ とその前後の領域における振動減衰量

の平均変化量の比較を示す．ただし，円柱については全帯域の平均変化量である．表より

円錐型ホーンを用いた場合，交差周波数以下では減衰量がほぼ 0 dB であるのに対して，そ

れ以上の領域では Normal 方向で 11~16 dB 程度の振動絶縁効果が得られた． 

 

 

 

図 2-10 円錐型ホーン（頂角 30°）における振動速度レベルの変化と振動減衰特性 
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図 2-11 円錐型ホーン（頂角 90°）における振動速度レベルの変化と振動減衰特性 

 

 

 

 

 

図 2-12 円錐型ホーン（頂角 120°）における振動速度レベルの変化と振動減衰特性 
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図 2-13 数値計算結果と振動減衰特性で得られた交差周波数 𝐹֎ の比較 

 

 

表 2-2 交差周波数前後の領域における減衰量の比較 

  円柱 円錐型ホーン 

   頂角 30° 頂角 60° 頂角 90° 頂角 120° 

Fs (kHz) － 2.20 4.80 8.30 14.4 

f < Fs (dB) 
(0.94) 

-0.38 -1.65 0.18 0.88 

Fs < f (dB) 11.20 15.77 15.87 15.69 

 

 

図 2-7 の測定では，一般的なブックシェルフ型スピーカを荷重として，振動速度レベル

を比較した．一方で，インシュレータはトールボーイ型などの大型のスピーカやオーディ

オアンプ，CD プレーヤなど，より質量の大きい様々な機器に対しても同様の効果があると

されている．そこで，これまで得られた円錐型ホーンの振動伝達特性について，荷重の違

いがインシュレータの振動伝達特性に与える影響を検討するため，表 2-1 に示す 90°の円錐

型ホーンを用い，スピーカによる荷重を 2 倍の 10.8 kg として，振動減衰特性を測定した結

果を図 2-14 に示す．図より，15 kHz で Normal 方向の振動減衰量の増加はみられるものの，

これを除けば，交差周波数 𝐹֎ や減衰特性は図 2-11 で得られた減衰特性と同様の傾向が得

られた．したがって，この程度の荷重変化ではインシュレータの振動減衰特性に対して大

きな影響を与えず，ホーンの振動伝達特性が同様に表れることを確認した． 

これらの結果より，円錐型ホーンを含むインシュレータは，材質や形状に依存する特定

の交差周波数を境に，高い周波数領域では Inverse 方向に振動を伝達し易く，Normal 方向
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に対して振動絶縁効果を示すが，それ以下の帯域では両方向に振動を伝達する特性を示す

ことが判明した． 

 

 

図 2-14 円錐型ホーン（頂角 90°）を用いて 2 倍の荷重を与えた場合の振動減衰特性 

 

2.4 結言 

本章では，オーディオ機器の脚として音質改善を目的として広く用いられる円柱や円錐

型ホーンを含むインシュレータが，オーディオ機器の振動状態にどのような影響を与えて

いるかの基礎研究として，振動伝達特性の理論的・実験的な解明を試みた．本章では，断

面積が一定な円柱や断面積が変化する円錐型ホーンを採り上げ，音響ホーンや梁の振動に

関する理論解析手法を参考に，固体内の一次元波動伝搬モデルを用いて，振動伝搬特性の

理論解析を行った．特に，加振点からインシュレータへの振動エネルギーの流れ込み難さ

の観点から，駆動点インピーダンスを導出し，伝搬方向の違いによる周波数特性を比較し

た．実験的考察では，シミュレーションと同一のインシュレータを作製し，入出力間の振

動速度レベル差により，振動減衰特性を実験的に求めた．これらの結果より，以下の結果

が得られた． 

 

 

(1) 円柱では駆動点インピーダンスは断面積に依存するが周波数には依存せず一定で，振

動減衰も周波数に関係なくほぼ 0 dB を示した． 

(2) 円錐型ホーンでは，Throat を加振した場合，周波数に関係なく駆動点インピーダンスは
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一定である．一方，Mouth を加振する場合，周波数の増加とともにインピーダンスが減

少し，材質や形状に依存して決まる特定の周波数（交差周波数 𝐹֎ ）を境に，Throat を

加振した場合より小さくなることが示された．交差周波数 𝐹֎ より高い領域では，Mouth

側から Throat 側へ振動エネルギーの流入がより多く生じると考えられる． 

(3) 実測において，円錐型ホーンの入出力間の振動速度レベル差は，理論結果と同様，交差

周波数 𝐹֎ を境に Normal 方向でレベル差が大きく絶縁状態を示し，Inverse 方向でレベ

ル差が小さく，振動エネルギーが伝達される状況であった．すなわち，円錐型ホーンを

含むインシュレータは，使用する方向の選択により，交差周波数 𝐹֎ 以上の周波数で振

動絶縁もしくは振動除去の使い分けが可能であることが明らかとなった． 

(4) 円錐型ホーンにおける数値計算と振動減衰特性の一致性は，ホーンの頂角が 90°以下の

場合で高い結果が得られた．また荷重を変化させた場合においても，ホーンの伝達特性

に対して大きな影響を与えず，オーディオ機器全般に対して，機器に生じる振動を床側

へ除去する効果が期待できる． 

 

Normal 方向の測定結果（図 2-8，図 2-11，図 2-12）で，3~4 kHz あたりで大きく凹みがみ

られ，振動が増幅される結果が得られている．Throat を床側にして使用する場合，床から

の振動が増幅されて機器に及ぶ可能性も考えられるが，通常生活における振動の帯域は数

Hz 程度と推察され，オーディオ機器へ影響は少ないと考えられる．この現象は，同様な高

さを持つ他の形状の試料片に対しても観測されており，原因は不明である．インシュレー

タの静的バネ定数に関わるサージングなどの現象の可能性もうかがわれるが，今後解明す

べき課題である． 
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第 3 章 指数関数型ホーンの振動伝達特性 

3.1 緒言 

第 2 章では，梁の縦振動や音響ホーンに基づき，円錐型ホーンについて波動方程式の解

に対して有限な境界条件を与えて解き，理論的解析を行い，振動減衰特性の実験結果と比

較した．結果として，可聴領域を含む低周波数領域では，円柱など断面積が変化しない場

合，加振点でのインピーダンス（駆動点インピーダンス）は，断面積に依存するが周波数

には依存しないことが分かった．一方，距離とともに断面積が変化する円錐型ホーンでは，

頂点から底面に向かう場合，駆動点インピーダンスはほぼ一定である．一方で，底面から

頂点に向かう場合，低い周波数帯域では頂点から底面に向かう場合よりインピーダンスが

高く，周波数の増加に伴い漸減する．さらに形状と材質で決まるある周波数で特性が交差

して，インピーダンスが低くなることが判明した．この交差周波数 𝐹֎ を境に，底面から頂

点に向かう場合，低い周波数領域で絶縁，高い周波数領域で導通状態となる．また，頂点

から底面に向かう場合，その逆の特性を示すことが明らかになった．また，これらの結果

から，これまで振動絶縁（インシュレータ）と言われていたものが，振動伝搬の方向とあ

る周波数とを境に絶縁と導通が入れ替わる特性が明らかになった． 

本章では，円錐型ホーンより高い効果を期待して，音響ホーンでもその効果が認められ

ている指数関数型ホーン形状のインシュレータを提案する．ホーンスピーカの解析におい

て，通常，指数関数型ホーンは，可聴領域となる遮断周波数より低い周波数領域で，出力

端における音圧を 0 と仮定し，波動伝達が生じないと考えている[40, 42]．そこで本章でも，

第 2 章と同様に有限な境界条件の下で，加振点におけるインピーダンスの周波数特性を求

める．また，実際にいくつかの形状の指数関数型ホーンを作製し，振動減衰特性を測定し

て，シミュレーションから得られた交差周波数 𝐹֎ と実測結果とを比較する．さらに，ほぼ

同じ交差周波数を持つように作成した指数関数型ホーンと円錐型ホーンの振動減衰特性を

比較し，振動伝達や減衰における効果の優位性を検討する． 
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3.2 理論的考察 

解析対象は，図 3-1(a)および(b)に示す指数関数型ホーンとし，(a)において端部 𝑥 = 0 お

よび 𝑥 = ℎ での断面積をそれぞれ 𝑆֏， 𝑆ֈ として，Throat および Mouth と呼ぶ．また， 𝑆֏ 

（ 𝑥 = 0 ）を加振したときを Normal 方向とする．一方，図 3-1(b)に示すように左右を反転

し，𝑆ֈ を加振したときを Inverse 方向とし，両者の伝搬特性の比較を試みる．ここで端部

は円錐型ホーンと同様に，同一の物質で外部に接続され，その特性インピーダンスは 𝜌𝑐 と

仮定した． 

 

3.2.1 指数関数型ホーンの一次元波動方程式 

指数関数型ホーンにおいて，中心軸を 𝑥 軸としたときの，𝑥 における内部の応力 𝑝(𝑥, 𝑡) 

は，波動方程式(2.1)式を満たす．ここで，𝑆(𝑥) は 𝑥 における断面積であり，ホーンの広が

り係数を 𝑚 として，Normal および Inverse 方向に対してそれぞれ， 

 

 𝑆(𝑥) = ৓
 𝑆֏𝑒

ֈ֓    (Normal 方向)

 𝑆ֈ𝑒−ֈ֓    (Inverse 方向) 
 (3.1) 

 

で与えられる．このとき(2.1)式は，各方向に対して， 

 

 
(a) Normal 方向                        (b) Inverse 方向 

図 3-1 指数関数型ホーンの側面図 
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𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
+ 𝑚

𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
=

1

𝑐ϵ

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
                 (Normal 方向)

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
− 𝑚

𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
=

1

𝑐ϵ

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
                 (Inverse 方向)

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

 (3.2) 

 

となる．ここで，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) について 𝑝(𝑥, 𝑡) ∝ 𝑒օᇖ֏ および 𝑝(𝑥, 𝑡) ∝ 𝑒ւ֓ と仮定し，(3.2)式

の解を 

 

 𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝑝Ј𝑒
ւ֓𝑒օᇖ֏  (3.3) 

 

とおくと，(3.2)式の各項は，それぞれ 

 

 

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑡ϵ
= −𝜔ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥
= 𝑔𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

𝜕𝑥ϵ
= 𝑔ϵ𝑝(𝑥, 𝑡)

   

⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 (3.4) 

 

となる．これらを(3.2)式（Normal 方向）に代入すると，𝑘 = 𝜔 𝑐⁄  を用いて， 

 

 𝑔ϵ + 𝑚𝑔 + 𝑘ϵ = 0 ． (3.5) 

 

したがって，𝑔 は， 

 

 
𝑔 =

𝑚 ±
√

𝑚ϵ − 4𝑘ϵ

2

=
𝑚

2
±

𝑚

2
ఋ1 −

4𝑘ϵ

𝑚ϵ
 ． 

(3.6) 

 

ここで，一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は，指数関数型ホーンの遮断周波数を 𝑓վ =

𝑚𝑐 4𝜋⁄ とおくと， 1 − (2𝑘 𝑚⁄ )ϵ の符号により解が異なる．Normal および Inverse の各方向に

おける応力 𝑝(𝑥, 𝑡) と振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は，それぞれ各周波数領域に対して， 
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𝑝(𝑥, 𝑡) =

⎩
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
⎧ 𝑒−ֈ

ϵ ֓५𝜆Ϩ𝑒
−ֈ

ϵ ᆿ֓ + 𝜆΅𝑒
ֈ
ϵ ᆿ֓६𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 𝑒−ֈ
ϵ ֓५𝜆ν𝑒

−օֈϵ ᇀ֓ + 𝜆φЈ𝑒
օֈϵ ᇀ֓६𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

 𝑒−ֈ
ϵ ֓(𝜆φφ + 𝜆φϵ𝑥)𝑒օᇖ֏        (𝑓 = 𝑓վ)

 (3.7) 

 (応力：Normal 方向)  
   

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =

⎩
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
⎧ − 𝑗

𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒−ֈ

ϵ ֓ख़𝜆Ϩ(𝛼 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿ֓ − 𝜆΅(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿ֓ग़𝑒օᇖ֏ (𝑓 < 𝑓վ)

 − 𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒−ֈ

ϵ ֓ख़𝜆ν(𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀ֓ − 𝜆φЈ(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀ֓ग़𝑒օᇖ֏ (𝑓 > 𝑓վ)

 − 𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒−ֈ

ϵ ֓ অ𝜆φφ − 𝜆φϵ ঁ
2

𝑚
− 𝑥ংআ 𝑒օᇖ֏ (𝑓 = 𝑓վ)

 (3.8) 

 (振動速度：Normal 方向)  

 

 𝑝(𝑥, 𝑡) =

⎩
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
⎧ 𝑒

ֈ
ϵ ֓५𝜆φϯ𝑒

−ֈ
ϵ ᆿ֓ + 𝜆φΚ𝑒

ֈ
ϵ ᆿ֓६𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 𝑒
ֈ
ϵ ֓५𝜆φΘ𝑒

−օֈϵ ᇀ֓ + 𝜆φϩ𝑒
օֈϵ ᇀ֓६𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

 𝑒
ֈ
ϵ ֓(𝜆φϨ + 𝜆φ΅𝑥)𝑒օᇖ֏        (𝑓 = 𝑓վ)

 (3.9) 

 (応力：Inverse 方向)  

 

𝑢̇(𝑥, 𝑡)

=

⎩
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
⎧ − 𝑗

𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒

ֈ
ϵ ֓ख़𝜆φϯ(𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿ֓ − 𝜆φΚ(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿ֓ग़𝑒օᇖ֏ (𝑓 < 𝑓վ)

 − 𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒

ֈ
ϵ ֓ख़𝜆φΘ(𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀ֓ − 𝜆φϩ(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀ֓ग़𝑒օᇖ֏ (𝑓 > 𝑓վ)

 − 𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒

ֈ
ϵ ֓ অ−𝜆φϨ − 𝜆φ΅ ঁ

2

𝑚
+ 𝑥ংআ𝑒օᇖ֏ (𝑓 = 𝑓վ)

 
(3.10) 

 (振動速度：Inverse 方向)  

 

を得る．ここで各 𝜆 は積分定数であり，𝑓 < 𝑓վ において𝛼 = ఉ1 − (2𝑘 𝑚⁄ )ϵ，𝑓 > 𝑓վ にお

いて 𝛽 = ఉ(2𝑘/𝑚)ϵ − 1 とおいた． 

 

3.2.1.1 反射波を考慮しない場合 

指数関数型ホーンにおいても，音響ホーンやアクチュエータなどの分野で種々研究[30]

されてきたが，円錐型ホーン同様，可聴領域を含む低周波数領域に関する言及はなされて
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いない．この理由についても，反射波を考慮しない極端な境界条件を前提に解析を進めて

いるためである．(3.7)~(3.10)式で得られた一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) について反

射波を考慮しない場合は 𝑓 < 𝑓վ および 𝑓 > 𝑓վ の周波数領域に対して，Normal 方向で， 

 

 𝑝(𝑥, 𝑡) =

⎩৖
⎨
৖⎧ 𝜆Ϩ

஥𝑒−ֈ
ϵ ֓(ᆿ+φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 𝜆ν
஥𝑒−ֈ

ϵ (օᇀ+φ)֓𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

 (3.11) 

 (応力：Normal 方向)  

 𝑢̇(𝑥, 𝑡) =

⎩
৖
⎨

৖
⎧ − 𝑗

𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝜆Ϩ

஥(𝛼 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ֓(ᆿ+φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 − 𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝜆ν

஥(𝑗𝛽 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ֓(օᇀ+φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

  ， (3.12) 

 (振動速度：Normal 方向)  

また Inverse 方向で， 

 𝑝(𝑥, 𝑡) =

⎩৖
⎨
৖⎧ 𝜆φϯ

஥𝑒−ֈ
ϵ ֓(ᆿ−φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 𝜆φΘ
஥𝑒−ֈ

ϵ (օᇀ−φ)֓𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

 (3.13) 

 (応力：Inverse 方向)  

 𝑢̇(𝑥, 𝑡) =

⎩
৖
⎨

৖
⎧ − 𝑗

𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝜆φϯ

஥(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ֓(ᆿ−φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 − 𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝜆φΘ

஥(𝑗𝛽 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ֓(օᇀ−φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

 (3.14) 

 (振動速度：Inverse 方向)  

 

となる．ここで境界条件として，Normal 方向について，𝑥 = 0 での振動速度を 𝑢̇(0, 𝑡) =

𝑢̇Ј exp(𝑗𝜔𝑡) として境界条件を与えると， 

 

 𝜆φϯ
஥ =

⎩
৖
৖
⎨

৖
৖
⎧ 

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝛼 + 1)
       (𝑓 < 𝑓վ)

 
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝑗𝛽 + 1)
       (𝑓 > 𝑓վ)

 (3.15) 

 

を得る．結果として，(3.7)および(3.8)式はそれぞれ，
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 𝑝(𝑥, 𝑡) =

⎩
৖
৖
⎨

৖
৖
⎧ 

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝛼 + 1)
𝑒−ֈ

ϵ ֓(ᆿ+φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝑗𝛽 + 1)
𝑒−ֈ

ϵ (օᇀ+φ)֓𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

 (3.16) 

 (応力：Normal 方向)  

 𝑢̇(𝑥, 𝑡) =

⎩৖
⎨
৖⎧ 𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓(ᆿ+φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 < 𝑓վ)

 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ֓(օᇀ+φ)𝑒օᇖ֏        (𝑓 > 𝑓վ)

  ． (3.17) 

 (振動速度：Normal 方向)  

 

ここで，𝑥 = 0 を加振点とすると，加振側から見た伝達側への駆動点インピーダンス Zկ
 ஥  

は，Throat の断面積 S֏ を考慮して， 

 

 Zկ
 ஥  =

⎩
৖
৖
⎨

৖
৖
⎧ 

𝑗2𝑘𝜌𝑐

S֏𝑚(𝛼 + 1)
     (𝑓 < 𝑓վ)

 
𝑗2𝑘𝜌𝑐

S֏𝑚(𝑗𝛽 + 1)
=

𝜌𝑐

S֏

ঁ𝛽 + 𝑗
𝑚

2𝑘
ং      (𝑓 > 𝑓վ)

  (Normal 方向) (3.18) 

 

が得られる． 

同様に Inverse 方向についても解くと，積分定数 𝜆φΘ
஥ は， 

 

 𝜆φΘ
஥ =

⎩
৖
৖
⎨

৖
৖
⎧ 

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝛼 − 1)
       (𝑓 < 𝑓վ)

 
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝑗𝛽 − 1)
       (𝑓 > 𝑓վ)

 (3.19) 

のように得られる．結果として，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は(3.13)，(3.14)式より

それぞれ， 

𝑝(𝑥, 𝑡) =

⎩
৖
৖
⎨

৖
৖
⎧ 

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝛼 − 1)
𝑒−ֈ

ϵ ֓(ᆿ−φ)𝑒օᇖ֏     (𝑓 < 𝑓վ)

 
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚(𝑗𝛽 − 1)
𝑒−ֈ

ϵ (օᇀ−φ)֓𝑒օᇖ֏     (𝑓 > 𝑓վ)

 (応力：Inverse 方向)． (3.20) 
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𝑢̇(𝑥, 𝑡) =

⎩৖
⎨
৖⎧ 𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓(ᆿ−φ)𝑒օᇖ֏      (𝑓 < 𝑓վ)

 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ֓(օᇀ−φ)𝑒օᇖ֏      (𝑓 > 𝑓վ)

    (振動速度：Inverse 方向)． (3.21) 

結局，Inverse 方向の駆動点インピーダンス Zժ
 ஥ は，Mouth の面積 Sֈ を考慮して次式とな

る． 

 Zժ
 ஥  =

⎩
৖
৖
⎨

৖
৖
⎧ 

𝑗2𝑘𝜌𝑐

Sֈ𝑚(𝛼 − 1)
       (𝑓 < 𝑓վ)

 
𝑗2𝑘𝜌𝑐

Sֈ𝑚(𝑗𝛽 − 1)
=

𝜌𝑐

Sֈ

ঁ𝛽 − 𝑗
𝑚

2𝑘
ং        (𝑓 > 𝑓վ)

 (3.22) 

 

3.2.1.2 反射波を考慮した場合 

可聴領域を含む低周波数領域におけるインシュレータの働きを明らかにするため，

(3.7)~(3.10)式に対して，反射波を含めて考慮する．指数関数型ホーンにおいても，Throat お

よび Mouth の端部は同一素材の円柱やカップ（または受け皿）に接続されている．そこで，

円柱や円錐型ホーンと同様に境界条件は，加振点 𝑥 = 0 における振動速度を 𝑢̇(0) =

𝑢̇Јexp (𝑗𝜔𝑡) とし，ホーンの他端 𝑥 = ℎ は特性インピーダンス 𝜌𝑐 の素材で終端されると仮

定する．すなわち，𝑝(ℎ) = 𝜌𝑐𝑢̇(ℎ) を仮定して積分定数 𝜆 を求めると，Normal 方向におい

て 𝜆Ϩ~𝜆φϵ はそれぞれ，(3.23)式で得られる．ここで式中の 𝛼 および 𝛽 は，それぞれ 𝛼 =

ఉ1 − (2𝑘 𝑚⁄ )ϵ，𝛽 = ఉ(2𝑘 𝑚⁄ )ϵ − 1である． 

 

𝜆Ϩ =

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ

𝑚 ९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 − 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

𝜆΅ =
−

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ᆿփ

𝑚 ९1 + 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 + 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

𝜆ν =

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
օֈϵ ᇀփ

𝑚 ९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝜆φЈ =
−

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
−օֈϵ ᇀփ

𝑚 ९1 + 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

 (3.23) 
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𝜆φφ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚

ℎ५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 𝑗 1

𝑘

ℎ५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६ + 2

𝑚

λφϵ = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚

1 + 𝑗 𝑚
2𝑘

ℎ५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६ + 2

𝑚

                    

⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 
(3.23) 

つづき 

 (積分定数 𝜆Ϩ~𝜆φϵ ：Normal 方向)  

 

したがって，Normal の各方向における応力 𝑝կ(𝑥, 𝑡) と振動速度 𝑢̇կ(𝑥, 𝑡) は，指数関数型ホ

ーンの遮断周波数 𝑓վ に応じて，それぞれ次式（(3.24)および(3.25)式）で表せる． 

 

𝑝կ (𝑥, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓𝑒օᇖ֏

𝑚
× 

         

⎩
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎧ ९1 − 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 − 1)॰𝑒
ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) − ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰𝑒−ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

 (𝑓 < 𝑓վ)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) − ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

९ℎ५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 𝑗 1

𝑘॰ + 𝑥५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६

ℎ५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६ + 2

𝑚

 

 (𝑓 > 𝑓վ)

 (𝑓 = 𝑓վ)

 

(応力：Normal 方向) (3.24) 

𝑢̇կ (𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ֓𝑒օᇖ֏ × 

   

⎩
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎧९1 − 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

(𝑓 < 𝑓վ)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

ℎ५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 𝑥५1 + 𝑗 𝑚

2𝑘६ + 2
𝑚

ℎ५1 + 𝑗 𝑚
2𝑘६ + 2

𝑚

 

(𝑓 > 𝑓վ)

(𝑓 = 𝑓վ)

 

(振動速度：Normal 方向) (3.25) 
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得られた各方向の応力 𝑝կ (𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇կ (𝑥, 𝑡)から，Normal 方向における加振点

でのインピーダンス（駆動点インピーダンス 𝑍կ =  𝑝(0, t)/𝑢̇(0, 𝑡) ）は次式で得られる． 

 𝑍կ =

⎩
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎧

 

4𝑘𝜌𝑐
𝑚𝑆Ј

অ𝑚𝛼ϵ

4𝑘 + 𝑗 sinhϵॕ𝑚2 𝛼ℎॖআ

ख़sinhॕ𝑚2 𝛼ℎॖ + 𝛼 coshॕ𝑚2 𝛼ℎॖग़
ϵ
+ ९2𝑘

𝑚 sinhॕ𝑚2 𝛼ℎॖ॰
ϵ  (𝑓 < 𝑓վ)

 

4𝑘𝜌𝑐
𝑚𝑆Ј

অ𝑚𝛽ϵ

4𝑘 + 𝑗 sinϵॕ𝑚2 𝛽ℎॖআ

ख़sinॕ𝑚2 𝛽ℎॖ + 𝛽 cosॕ𝑚2 𝛽ℎॖग़
ϵ
+ ९2𝑘

𝑚 sinॕ𝑚2 𝛽ℎॖ॰
ϵ  (𝑓 > 𝑓վ)

 

𝜌𝑐
𝑆Ј

ই1 + 𝑗𝑘ℎঅॕ𝑚2 ℎ + 1ॖ + 𝑚ϵ

4𝑘ϵ ॕ𝑚2 ℎ − 1ॖআঈ

ॕ𝑚2 ℎ + 1ॖ
ϵ
+ ५𝑚ϵ

4𝑘 ℎ६
ϵ  (𝑓 = 𝑓վ)

 (3.26) 

また，Inverse 方向における積分定数 𝜆φϯ~𝜆φ΅ も同様に， 

 

𝜆φϯ =

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ

𝑚 ९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 + 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

𝜆φΚ =
−

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ᆿփ

𝑚 ९1 + 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 − 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

𝜆φΘ =

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
օֈϵ ᇀփ

𝑚 ९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝜆φϩ =
−

𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
−օֈϵ ᇀփ

𝑚 ९1 + 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝜆φϨ = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚

ℎ५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 𝑗 1

𝑘

ℎ५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 2

𝑚

λφ΅ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚

1 − 𝑗 𝑚
2𝑘

ℎ५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 2

𝑚 ⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

 (3.27) 
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結局，Inverse 方向における応力 𝑝ժ(𝑥, 𝑡) と振動速度 𝑢̇ժ(𝑥, 𝑡) は，指数関数型ホーンの遮断

周波数 𝑓վ に応じて，それぞれ次式（(3.28)および(3.29)式）で表せる． 

 

𝑝ժ(𝑥, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

ֈ
ϵ ֓𝑒օᇖ֏

𝑚
× 

         

⎩
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎧ ९1 − 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰𝑒
ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) − ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 − 1)॰𝑒−ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

 (𝑓 < 𝑓վ)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) − ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

९ℎ५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 𝑗 1

𝑘॰ + 𝑥५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६

ℎ५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 2

𝑚

 

 (𝑓 > 𝑓վ)

 (𝑓 = 𝑓վ)

 

(応力：Inverse 方向) (3.28) 

 

𝑢̇ժ(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ֓𝑒օᇖ֏ × 

   

⎩
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎧९1 − 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝛼 − 1)॰(𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝛼 + 1)॰(𝛼 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿփ

(𝑓 < 𝑓վ)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

९1 − 𝑗 𝑚
2𝑘 (𝑗𝛽 − 1)॰(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + ९1 + 𝑗 𝑚

2𝑘 (𝑗𝛽 + 1)॰(𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

ℎ५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 𝑥५1 − 𝑗 𝑚

2𝑘६ − 2
𝑚

ℎ५1 − 𝑗 𝑚
2𝑘६ − 2

𝑚

 

(𝑓 > 𝑓վ)

(𝑓 = 𝑓վ)

 

(振動速度：Inverse 方向) (3.29) 

 

したがって，各方向の応力 𝑝ժ(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇ժ(𝑥, 𝑡) から，加振点におけるインピー

ダンス（駆動点インピーダンス 𝑍ժ = 𝑝(0)/𝑢̇(0) ）は次式で得られる． 
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 𝑍ժ =

⎩
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎨

৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
৖
⎧

 

4𝑘𝜌𝑐
𝑚𝑆փ

অ𝑚𝛼ϵ

4𝑘 − 𝑗 sinhϵॕ𝑚2 𝛼ℎॖআ

ख़sinhॕ𝑚2 𝛼ℎॖ − 𝛼 coshॕ𝑚2 𝛼ℎॖग़
ϵ
+ ९2𝑘

𝑚 sinhॕ𝑚2 𝛼ℎॖ॰
ϵ  (𝑓 < 𝑓վ)

 

4𝑘𝜌𝑐
𝑚𝑆փ

অ𝑚𝛽ϵ

4𝑘 − 𝑗 sinϵॕ𝑚2 𝛽ℎॖআ

ख़sinॕ𝑚2 𝛽ℎॖ − 𝛽 cosॕ𝑚2 𝛽ℎॖग़
ϵ
+ ९2𝑘

𝑚 sinॕ𝑚2 𝛽ℎॖ॰
ϵ  (𝑓 > 𝑓վ)

 

𝜌𝑐
𝑆փ

ই1 − 𝑗𝑘ℎ অॕ𝑚2 ℎ − 1ॖ + 𝑚ϵ

4𝑘ϵ ॕ𝑚2 ℎ + 1ॖআঈ

ॕ𝑚2 ℎ − 1ॖ
ϵ
+ ५𝑚ϵ

4𝑘 ℎ६
ϵ  (𝑓 = 𝑓վ)

 (3.30) 

 

 

3.2.2 駆動点インピーダンスの周波数特性 

第 2 章でも述べたが，インシュレータの前後は円柱などを介して外界と接続されており，

通常行われるような，反射波の無視や固定端・自由単などの単純な境界条件は成立しない．

一方，インシュレータに接続される外部機器のインピーダンスは，使用状況により異なり

一定とは言いえないが，有限な負荷インピーダンスが接続されていると仮定するのが妥当

である． 

 

3.2.2.1 反射波を考慮しない場合 

まず，一般解として用いられる反射波を無視した場合の駆動点インピーダンス（(3.18)，

(3.23)式）に対して伝達方向による大小を比較する．数値計算には VBA（Microsoft Excel）

を用いた．インシュレータの材質は真鍮（密度 𝜌 = 8600 kg/m3，伝搬速度 𝑐 = 3480 m/s）と

し，Throat の半径 r֏ = 7.0 × 10−Κ m，Mouth の半径を rֈ = 1.9 × 10−ϵ m，さらにホーンの

広がり係数を 𝑚 = 200 （𝑓վ = 55.4 kHz）として数値計算を行った．駆動点インピーダンス

の周波数特性を図 3-2 に示す．図 3-2 および(3.18)，(3.23)式について着目すると，低周波数

領域（𝑓 < 𝑓վ）においてインピーダンスが実数項を持たないことがわかる．これは遮断周波

数 𝑓վ 以上の高周波数領域においては，双方向の振動伝搬が生じることを意味するのに対し，

可聴領域を含む 𝑓վ 以下の低周波数領域では，振動が伝搬しない結果を示している． 
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図 3-2 反射波成分を 0 と近似した場合の指数関数型ホーンにおける 

駆動点インピーダンスの周波数特性 

 

3.2.2.2 反射波を考慮した場合 

次に，反射波を考慮した結果(3.26)，(3.30)式を用い，形状と伝搬方向による駆動点インピ

ーダンスの周波数特性を比較する．素材は真鍮を採用し，形状は耐荷重と大きさを考慮し

て 𝑚 を 150 および 200 とした．また 𝑚 = 200 に対して，高さを 2 種類，材質にナイロン

を加えて数値計算を行った．計算に用いた各パラメータを表 3-1 に示す．負荷インピーダ

ンスを，前章までと同様に，カップや円柱の特性インピーダンス 𝜌𝑐 とし，インシュレータ

に伝達される振動エネルギーの大小を，加振源の内部インピーダンスと駆動点インピーダ

ンスの実部の大小関係から評価する． 

各形状と材質について，Normal および Inverse 方向に対する周波数特性の比較を図 3-

3(a)~(d)に示す．ただし，縦軸は前章の円柱および円錐型と同様に振動源の内部インピーダ

ンス 𝜌𝑐 で規格化した値を示し，また各図には比較のため，断面が Throat および Mouth の

半径（𝑟֏ ，𝑟ֈ）の円柱形状のインピーダンスも示している．円柱のように断面積が変化し

ないインシュレータでは，駆動点インピーダンスは断面積の逆数に依存するものの，周波

数および振動の伝達方向に依存せず一定であった．指数関数型ホーンでも，円錐と同様，

図 3-3(a)~(d)に示されるように，指数関数型ホーンでは，Normal 方向の伝搬では約 30 kHz

までほぼ一定値を取るが，その値は Mouth の断面積の逆数に比例して減少している．一方，

Inverse 方向での伝搬では周波数の増加に伴いインピーダンスが減少し，ある周波数で

Normal 方向と交差し，さらに減少している．交差周波数 𝐹֎ は形状（𝑚 や Mouth の断面積
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 𝑆ֈなど）に依存して変化し，シミュレーションで用いた定数に対して，M150 で 5.6 kHz，

M200 で 4.1 kHz，M200 Mini で 8.3 kHz となっている．また，同一形状であっても，図 3-

3(d)に示すように，𝑚 = 200 の M200 Ny では 3.1 kHz となっており，材料因子にも依存して

いる． 

 

 

 

(a) M150 の駆動点インピーダンス 

（𝜌 = 8600 kg/mϯ，, 𝑐 = 3480 m/s，𝑚 = 150，𝑟փ = 1.04 × 10−ϵ m） 

図 3-3 駆動点インピーダンスの周波数特性 

 

 

表 3-1 数値計算で用いた各パラメータ 

パラメータ名称 
指数関数型ホーン 

M150 M200 M200 Mini M200 Ny 

密度 𝜌 (kg/m3) 8600 8600 8600 1110 

伝搬速度 𝑐  (m/s) 3480 3480 3480 2680 

Throat 半径 𝑟Ј (m) 7.00×10-4 7.00×10-4 7.00×10-4 7.00×10-4 

Mouth 半径 𝑟փ (m) 1.04×10-2 1.90×10-2 9.00×10-3 1.90×10-2 

ホーン高さ ℎ  (m) 3.60×10-2 3.30×10-2 2.55×10-2 3.30×10-2 

広がり係数 𝑚  ( - ) 150 200 200 200 

交差周波数 𝐹֎  (kHz) 5.60 4.10 8.60 3.10 
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以上の結果より，ホーン形状を用いることで，ボルトなど断面積が一定の要素（例えば

円柱などで，Mouth と同一断面積の場合）を用いて結合する場合と比較し，交差周波数 𝐹֎ 

より高い周波数では Inverse 方向でより多く振動を伝搬，それより低い周波数では振動絶縁

性を高めることが示される．また，円柱の断面積を小さくすると，さらに交差周波数は低 

 

 

(b) M200 の駆動点インピーダンス 

（𝜌 = 8600 kg/mϯ，, 𝑐 = 3480 m/s，𝑚 = 200，𝑟փ = 1.90 × 10−ϵ m） 

 

 

(c) M200 Mini の駆動点インピーダンス 

（𝜌 = 8600 kg/mϯ，, 𝑐 = 3480 m/s，𝑚 = 200，𝑟փ = 9.00 × 10−ϯ m） 

図 3-3 駆動点インピーダンスの周波数特性（つづき） 
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い方へと移行する．一方，Normal 方向では Mouth の断面積で決まる一定のインピーダンス

を示し，ボルトなどの断面積との比較により，振動伝達の大小が決まってくる．この変化

を利用することで強度を考慮しながら，振動絶縁もしくは振動除去の特性を選択すること

が可能と考えられる．さらに，これまで波動伝搬が生じないとされていたホーンの遮断周

波数以下の周波数領域において，反射波および出力端に接続される負荷インピーダンスを

考慮することで波動伝搬が生じることが判明した． 

 

 

 

(d) M200 Ny の駆動点インピーダンス 

（𝜌 = 1110 kg/mϯ，, 𝑐 = 2680 m/s， 𝑚 = 200，𝑟փ = 1.90 × 10−ϵ m） 

図 3-3 駆動点インピーダンスの周波数特性（つづき） 
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3.2.3 指数関数型ホーンの形状や材質と交差周波数の関係 

指数関数型ホーンでは，材質に属するパラメータには密度と伝搬速度，形状に関するパ

ラメータには 𝑚, ℎ, 𝑆֏, 𝑆ֈ があげられるが，円錐型ホーンと同様に，𝑍կ  と 𝑍ժ  の実部の

交点には密度は影響を与えない．図 3-4(a)に伝搬速度と交差周波数 𝐹֎ の関係を示す．さら

に形状については，4 個のパラメータの内 3 個が独立に決定される．𝑆֏ を一定とし，広が

り係数 𝑚 および 𝑆ֈ を固定して，𝐹֎ の変化を求めた結果を図 3-4(b)に示す．𝑚 の増加に

より𝐹֎ が上昇するのに対し，Mouth の半径が大きくなると指数関数的に低下することが示

される． 

 

 

(a) 指数関数型ホーンを構成する材質の伝搬速度と交差周波数 𝐹֎ の関係 

 

(b) ホーン形状と交差周波数 𝐹֎ の関係 

図 3-4 指数関数型ホーンの形状および構成材料と交差周波数 𝐹֎ の関係 
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3.3 実験的考察 

3.3.1 指数関数型ホーンの振動減衰特性 

前章で得た交差周波数および交差周波数より高い周波数域での振動伝達特性を実験的に

確認する．図 3-1 に示す形状のインシュレータを作製し，入出力間の振動速度の減衰特性

を求めた．測定は 2 章の円錐と同様に，試料をガラス板で挟み，圧電振動板によりサイン

スイープ加振状態の下で非接触型のレーザドップラ振動計を用いて，加振面と伝達面の振

動速度レベルを測定した（測定システムの概略図：2 章 図 2-7）． 

図 3-5(a)~(c)に M150 の測定結果を示す．(a)の Normal 方向は Throat，(b)の Inverse 方向は

Mouth を加振した場合で，加振面と伝達面の振動速度レベルのパワースペクトルをそれぞ

れ示している．図 3-5(a)より，Normal 方向では 5 kHz 以上の帯域において，振動速度レベ

ルが 33 dB 程度減衰した．一方で，(b)に示す Inverse 方向では 14 dB 程度に留まっており，

Normal 方向と Inverse 方向で振動の伝達に違いが生じ，Normal 方向で振動が伝達しにくい

ことが示される．次に得られたパワースペクトルを用いて，振動速度レベルの減衰量を評

価する．振動速度レベルの減衰量は，円錐型ホーンと同様，図 3-5(a)，(b)の加振側と伝達側

の振動速度レベルの差として求め，減衰量が大で振動絶縁，小で振動伝達効果が高いこと

を示す．図 3-5(c)に M150 に対する振動減衰特性を示す．図 3-5(c)より，円錐型ホーンと同

様に，Normal 方向における振動減衰量が特定の周波数（6~7 kHz）を境に Inverse 方向より

大となり，振動絶縁効果をもち，Inverse 方向では導通を示す逆特性となる結果が得られた． 

 

 

(a) 振動速度レベル（Normal 方向） 

図 3-5 M150 における振動速度レベルの変化と振動減衰特性 
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また，図 3-6 に示す M200 についても，Normal 方向では 3 kHz 以上の帯域においては，

40 dB程度減衰する一方，(b)に示す Inverse方向では 15 dB程度に留まる傾向が確認された．

さらに図 3-6(c)に示す振動減衰特性からも，指数関数型ホーンにおける振動伝達の方向性 

 

(b) Inverse 方向（振動速度レベル） 

 

 

(c) 振動減衰特性 

図 3-5 M150 における振動速度レベルの変化と振動減衰特性（つづき） 
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は，形状の異なる指数関数型のインシュレータでも同様に表れることが確認された． 

また，Mouth の面積および高さの異なる M200Mini，材質の異なる試料として M200Ny，

についても同様に振動減衰特性を測定した．各インシュレータの振動減衰特性を図 3-7 と 

 

 

(a) 振動速度レベル（Normal 方向） 

 

(b) Inverse 方向（振動速度レベル） 

図 3-6 M200 における振動速度レベルの変化と振動減衰特性 
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図 3-8 にそれぞれ示す．図より，すべてのインシュレータで，Normal 方向と Inverse 方向の

減衰量が入れ替わる特定の周波数が見られた．実験から得られた交差周波数はおよそ M150

で 6~7 kHz，M200 で 4~5 kHz，M200 Mini で 8 kHz，M200 Nylon で 4 kHz であった． 

 

 

 

(c) 振動減衰特性 

図 3-6 M200 における振動速度レベルの変化と振動減衰特性（つづき） 

 

 

図 3-7  M200 Mini における振動減衰特性 
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これらの周波数は，2 章の数値計算結果で得られた交差周波数 𝐹֎ やインピーダンス特性

と同様の傾向を示している．これらの結果より，指数関数型ホーンでも円錐型ホーンと同

様に振動伝達に方向性が生じることが明らかとなった．したがって，Inverse 方向の振動伝

達では，材質や形状によって決まる交差周波数 𝐹֎ を境に，高い周波数領域では振動伝搬，

低い周波数領域では振動絶縁の効果を示すことが実験的にも明らかとなった． 

 

図 3-8 M200 Ny における振動減衰特性 

 

3.3.2 円錐型ホーンとの比較 

前述のように，指数関数型ホーンでは交差周波数 𝐹֎ を境に，高周波数領域では振動伝

搬，低周波数領域では振動絶縁の効果を示すことが示された．ここで，第 2 章で扱った円

錐型ホーンと振動減衰特性の違いを比較する．形状により効果に差が生じるため，厳密な

比較は難しいが，ここでは同じ素材で，ほぼ同じ 𝐹֎ を持つ円錐型ホーン（頂角 60°）を採

り上げて比較する．そこで表 3-1 および図 3-6 に示す M200 の指数関数型ホーンと，2 章で

得られた頂角が 60°の円錐型ホーン（表 2-1 および図 2-8）の実験結果と比較した． 

表 3-2 に指数関数型と円錐型による振動低減量の比較を，4 kHz 以下とそれ以上の周波数

領域に分け，Normal 方向を基準とした Inverse 方向の平均変化量として示す．したがって，

表内の負値は Inverse 方向で振動の絶縁性が高く，正値は振動伝達性が高いことを表す．表

3-2 より，指数関数型について各方向での変化量（平均振動減衰量）が，𝐹֎ 以下の低周波

数領域では円錐型の約 6 倍，高周波数領域でも 2 倍程度と大きな差が見られ，指数関数型

は円錐型と比較して振動伝達方向による振動絶縁および振動伝達の落差が大きく，効果が

増大していることが示される． 
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3.3.3 インシュレータの静的バネ特性の検討 

実験で用いたインシュレータ（M200）を静的バネとして捉えた場合，バネ定数は約

 k = 3.21×107 N/m となる．さらに使用したスピーカの質量（5.4 kg）によるインシュレータ

の共振周波数は 𝑓Ј= 388 Hz となる．つまり，静的バネとしての効果は，約 500 Hz 以上で

は Normal 方向および Inverse 方向ともに振動絶縁効果を示す領域となる．しかし，測定結

果から共振周波数より非常に高い 4 kHz 以上の周波数においては，Inverse 方向で振動が伝

搬する．一方で，Normal 方向では絶縁される状況が観測されており，ホーン内での波動伝

搬による効果と考えられる．これらの結果は，通常，遮断周波数以下では波動伝搬が生じ

ないとされる理想環境下での理論結果に対し，より現実的なモデルにより，円柱との比較

において振動伝搬がより多く生じる可能性を示唆する理論解析の有効性を証明するものと

判断できる． 

 

 

表 3-2 円錐型ホーン(頂角 60°)および指数関数型ホーン(M200)の各パラメータと 

平均振動減衰量 

パラメータ名称 円錐型ホーン (頂角 60°) 指数関数型ホーン (M200) 

密度 𝜌 (kg/m3) 8600 8600 

伝搬速度 𝑐  (m/s) 3480 3480 

Throat 半径 𝑟Ј (m) 5.00×10-4 7.00×10-4 

Mouth 半径 𝑟փ (m) 1.00×10-2 1.90×10-2 

ホーン高さ ℎ  (m) 1.65×10-2 3.30×10-2 

微小先端長さ 𝑎  (m) 8.66×10-4 － 

広がり係数 𝑚  ( - ) － 200 

頂角 𝜃  (° ) 60 － 

交差周波数 𝐹֎  (kHz) 4.80 4.10 

平均振動減衰量 

𝑓  ≤ 𝐹֎  (dB) -1.65 -10.07 

𝐹֎ ≤ 𝑓  (dB) 15.77 25.24 
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3.4 結言 

本研究では，指数関数型ホーンの遮断周波数より低い帯域における振動伝搬の可能性に

着目し，理論的解析を行うとともに実験的確認を試みた．理論的解析では，振動伝搬特性

を駆動点インピーダンスで表し，数値計算結果から振動伝搬方向によりその特性が異なる

ことを見出した．指数関数型ホーンに対しても，Throat から Mouth への振動伝達（Normal

方向）は周波数に関係なく一定のインピーダンス特性示す．一方，Mouth から Throat への

振動伝達（Inverse 方向）では，周波数に大きく依存して変化し，Normal 方向との入れ替わ

りが生じる．これらの結果を基に実験的検証を行った．遮断周波数以下の帯域（音声周波

数帯域）に対し，指数関数型ホーンに関して，得られた結果を以下にまとめる． 

 

(1) Normal 方向の振動伝達は，円錐形状と同様に Mouth の断面積に影響されるが，周波数

には依存しない． 

(2) Inverse 方向の振動伝達では，ある特定の周波数（交差周波数 𝐹֎）以上で，Normal 方

向や Mouth と同じ断面積を持つ円柱と比較して振動を伝達しやすくなり，この効果は

円錐形状より高く振動除去の効果が期待できる． 

(3) 一方，Inverse 方向の振動伝達では，ある特定の周波数（交差周波数 𝐹֎）以下の帯域で

は，振動絶縁効果を示す．ただし，静的バネ定数と載置機器の質量とで決まる共振周

波数の 1.4 倍以下では振動絶縁効果はなくなる． 

 

以上のように，指数関数型ホーンは，通常ボルトなどで結合する部分に用いることで，

円錐型と同様に，周波数選択性の振動除去もしくは振動絶縁効果を付加できることが明ら

かになった．また，オーディオにおいてもこれまで用いられてきた円錐より大きな効果が

期待できる． 
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第 4 章 四端子等価回路を用いた振動伝達特性の数値

解析手法 

4.1 緒言 

インシュレータの設計段階において，市販されているインシュレータのほとんどは，明

確な目的や指針を基に設計されることは少なく，あくまでもメーカ側の経験や感覚を基に

開発され，その動作原理や効果についての科学的説明はなされていない．第 2 および 3 章

では，円柱や単純構造のホーン形状に対して理論的・実験的に検討してきたが，市販され

ているインシュレータの中には，要素単体の単純構造のみでなく，それらを組み合わせた

複雑な構造の製品も種々存在する．これまでは，円柱，円錐，指数関数型ホーンの各形状

について，固体内の振動伝搬に関する波動方程式に対し，入出力部における有限な境界条

件を与えて解くことで得られるインシュレータの振動伝搬特性について述べた．一方で，

この解析手法は，振動源の内部インピーダンス，負荷インピーダンスに対して解析し直す

必要があり，特に複雑な構造の系に対して扱いにくい面が残っていた． 

そこで本章では，インシュレータの動作の解明と最適な効果を得るための設計・解析法

を見出すことを目指し，改めて円錐や指数関数型ホーンおよび断面積が変化しない円柱を

採り上げ，単純な形状の要素に対して伝送行列 𝐹  を求めた．さらに複雑な形状は，単純な

要素の組み合わせた構造に反映することで，全体の伝送行列が単純要素の並列や縦続接続

で得られる．具体的には，まず音響管や音響ホーンの解析[37-42]を参考に，入出力関係を

伝達マトリクスにより表す．伝達マトリクスは，機械力学における振動伝搬に関する波動

方程式を，有限な負荷インピーダンスの仮定の下で解くことで与えられ，加振点から見た

インピーダンス特性を伝達マトリクスで評価することが可能となる[29, 30, 32, 33, 38]．線

形モデルであれば，四端子素子を直列接続し，伝達マトリクスの積として全体の伝達マト

リクスを求めることができ，単一構造のみでなく複合形状に対しても数値計算が可能とな

る．また，得られた評価式に形状因子や材質因子を導入して，駆動点でのインピーダンス

の周波数特性のシミュレーションを行い，第 2 および 3 章で得られた結果と比較した．さ

らに複雑な系を持つインシュレータの一例として，円錐型ホーンと円柱を組み合わせた複

合形状のインシュレータに対してシミュレーションを行った．実験的考察では，真鍮製の

複合形状のインシュレータを用いて振動伝搬特性を測定し，シミュレーション結果と比較

した． 
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4.2 等価四端子回路を用いた入出力の表現 

第 2 章，3 章で得た各形状における固体内の一次元波動方程式(2.2)，(2.9)，(2.10)および

(3.2)式に対して，加振点から見たインピーダンス 𝑍Ј は 𝑍Ј = 𝑝(0, 𝑡)/𝑢̇(0, 𝑡) により与えられ

るので，波動方程式の解から 𝑝(0, 𝑡) および 𝑢̇(0, 𝑡) を求めればよい．ここで境界条件として，

加振点で振動速度を 𝑢̇Јexp(𝑗𝜔𝑡)，出力端（𝑥 = ℎ）では，(i) 固定端（電気的に開放端）𝑢̇(ℎ, 𝑡) =

0，および，(ii)自由端（電気的に短絡端）𝑝(ℎ, 𝑡) = 0 を仮定した波動方程式の解は，応力と

振動速度を電圧と電流に置き換えることにより，集中定数系四端子電気回路網における出

力端の (i) 開放と (ii) 短絡における入出力関係に相当する．すなわち，インシュレータの

入出力関係を図 4-1 に示す四端子電気回路に等価できる．そこで，出力端において 𝑍խ =

𝑝(ℎ, 𝑡)/𝑢̇(ℎ, 𝑡) を考慮するなら，振動伝達における以下の入出力関係を得る． 
 

 
𝑝(0, 𝑡) = 𝐴𝑝(ℎ, 𝑡) + 𝐵𝑢̇(ℎ, 𝑡)

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝐶𝑝(ℎ, 𝑡) + 𝐷𝑢̇(ℎ, 𝑡)
   ৔ (4.1) 

 

ここで 𝐴~𝐷 は，図 4-1 の四端子回路網の伝搬定数であり，𝐴 と 𝐶 は固定端，𝐵 と 𝐷 は

自由端の仮定の下で得られた定数で，次式で定義される． 
 

 

𝐴 =
𝑝(0, 𝑡)

𝑝(ℎ, 𝑡)
ઊ
Ј=(֏փӴ)̇֐

 ， 𝐵 =
𝑝(0, 𝑡)

𝑢̇(ℎ, 𝑡)
ઊ
֋(փӴ֏)=Ј

𝐶 =
𝑢̇(0, 𝑡)

𝑝(ℎ, 𝑡)
ઊ
Ј=(֏փӴ)̇֐

 ， 𝐷 =
𝑢̇(0, 𝑡)

𝑢̇(ℎ, 𝑡)
ઊ
֋(փӴ֏)=Ј

   

⎭
৚৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

 (4.2) 

結局，加振点でのインピーダンス 𝑍Ј は，加振点の断面積 𝑆֏ を考慮し，(42)式および 𝑍խ =

𝑝(ℎ, 𝑡)/𝑢̇(ℎ, 𝑡) の関係を用いて，次式で求められる． 

 

 

𝑍Ј =
𝑝(0, 𝑡)

𝑆֏𝑢̇(0, 𝑡)

=
𝐴𝑍խ + 𝐵

𝑆֏(𝐶𝑍խ + 𝐷)

=
𝐴𝜌𝑐 + 𝐵

𝑆֏(𝐶𝜌𝑐 + 𝐷)
 

 

 

 

(4.3) 

 
さらに，逆方向（Inverse 方向）についても，加振点からみたインピーダンスは，Inverse 方

向における伝搬定数 𝐴஥~𝐷஥ および Mouth の断面積 𝑆ֈ を用いて，次式で表せる． 
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𝑍փ =
𝑝(0, 𝑡)

𝑆֏𝑢̇(0, 𝑡)

=
𝐴஥𝜌𝑐 − 𝐵஥

𝑆ֈ(−𝐶஥𝜌𝑐 + 𝐷஥)
 

 

(4.4) 

 

 

(a) Normal 方向 

 

(b) Inverse 方向 

図 4-1 インシュレータの入出力関係における四端子等価回路表現 

 

4.2.1 円柱 

図 2-1(a)（2 章）に示す円柱における波動方程式（(2.10)式）の一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動

速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) ， 

 

 𝑝(𝑥, 𝑡) = (λ1𝑒
−օֆ֓ + λϵ𝑒

օֆ֓)𝑒օᇖ֏ (2.14) 

(2 章) 

 𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
λφ𝑒

−օֆ֓ − λϵ𝑒
օֆ֓

𝜌𝑐
𝑒օᇖ֏ 

(2.15) 

(2 章) 

 

 



61 
 

に対して，(i) 固定端（電気的に開放端）𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件として与えると，λφ および

λϵ はそれぞれ， 

 

 

λφ =
𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օֆփ

𝑗2 sin 𝑘ℎ

λϵ  =
𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−օֆփ

𝑗2 sin 𝑘ℎ

   

⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

． (4.5) 

 

したがって，(4.14)および(4.15)式は，それぞれ次式で表せる． 

 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝜌𝑐𝑢̇Ј

cos 𝑘(ℎ − 𝑥)

𝑗 sin 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј

sin 𝑘(ℎ − 𝑥)

sin 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

 (4.6) 

 

ここで加振点 𝑥 = 0 および伝達点 𝑥 = ℎ において，𝑝(0, 𝑡)，𝑝(ℎ, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡) はそれぞれ， 

 

 

𝑝(0, 𝑡) = 𝜌𝑐𝑢̇Ј

cos 𝑘ℎ

𝑗 sin 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

𝑝(ℎ, 𝑡) = 𝜌𝑐𝑢̇Ј
1

𝑗 sin 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

   

⎭
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
⎫

 (4.7) 

 

となる．したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐴ս および 𝐶ս を得る． 

 

 

𝐴ս = cos 𝑘ℎ 

𝐶ս = 𝑗
1

𝜌𝑐
sin 𝑘ℎ

   

⎭
৚
⎬

৚
⎫

 (4.8) 

 

次に，(2.14)および(2.15)式に対して，(ii)自由端（電気的に短絡端）𝑝(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件

として与えると，λφ および λϵ はそれぞれ， 
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λφ =
𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օֆփ

2 cos 𝑘ℎ

λϵ  =
𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−օֆփ

2 cos 𝑘ℎ

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

． (4.9) 

 

結局，(4.14)および(4.15)式は，それぞれ次式で表せる． 

 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑗 sin 𝑘(ℎ − 𝑥)

cos 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј

cos 𝑘(ℎ − 𝑥)

cos 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

 (4.10) 

 

ここで，加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(0, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡)，𝑢̇(ℎ, 𝑡) はそれぞれ， 

 

 

𝑝(0, 𝑡) = 𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑗 sin 𝑘ℎ

cos 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝑢̇Ј

1

cos 𝑘ℎ
𝑒օᇖ֏

   

⎭
৚
৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

 (4.11) 

 

と得られる．したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐵ս および 𝐷ս を得る． 

 

 

𝐵ս = 𝑗𝜌𝑐 sin 𝑘ℎ 

𝐷ս = cos 𝑘ℎ

   

⎭
৚
⎬
৚
⎫

 (4.12) 

 

結果として，次式の関係が得られる． 

 

 

𝑝(0, 𝑡) = cos 𝑘ℎ × 𝑝(ℎ, 𝑡)  + 𝑗𝜌𝑐 sin 𝑘ℎ × 𝑢̇(ℎ, 𝑡)

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑗
1

𝜌𝑐
sin 𝑘ℎ × 𝑝(ℎ, 𝑡) + cos 𝑘ℎ × 𝑢̇(ℎ, 𝑡)

   

⎭
৚
⎬

৚
⎫

 (4.13) 

 

円柱については，断面積の変化が無く両方向において，伝搬定数は変化しないため，結果

として，円柱の伝搬定数は Normal および Inverse 方向で，それぞれ以下のようになる． 
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𝐴ս = cos 𝑘ℎ

𝐵ս = 𝑗𝜌𝑐 sin 𝑘ℎ

𝐶ս = 𝑗
1

𝜌𝑐
sin 𝑘ℎ

𝐷ս = cos 𝑘ℎ

   

⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

  (伝搬定数：円柱) (4.14) 

 

4.2.2 円錐型ホーン 

図 2-1(b)（2 章）に示す円錐型ホーンについても，円柱と同様に伝搬定数を求めるため，

円錐型ホーンの Normal 方向における波動方程式の一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡)（2
章 (2.25)式）， 

 

 
𝑝(𝑥, 𝑡) =

λϯ𝑒
−օֆ֓ + λΚ𝑒

օֆ֓

𝑥
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
λϯ(1 + 𝑗𝑘𝑥)𝑒−օֆ֓ + λΚ(1 − 𝑗𝑘𝑥)𝑒օֆ֓

𝑗𝑘𝜌𝑐𝑥ϵ
𝑒օᇖ֏

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

  (Normal 方向)． 
(2.25) 

(2 章) 

 

上式に対し，(i) 固定端（電気的に開放端）𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件として与えると，λϯ およ

び λΚ はそれぞれ， 

 

 

λϯ =
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑒օֆփ(1 − 𝑗𝑘ℎ)

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

λΚ  = −
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑒−օֆփ(1 + 𝑗𝑘ℎ)

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

   

⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

． (4.15) 

 

結局，(2.25)式はそれぞれ次式で表せる． 

 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) =
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑥

(1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−֓) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−֓)

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
𝑎ϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑥ϵ

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑥)𝑒օֆ(փ−֓) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑥)𝑒−օֆ(փ−֓)

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ) ⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

 (4.16) 

 (Normal 方向：固定端)  

 

ここで，加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(𝑎, 𝑡)，𝑝(ℎ, 𝑡)，𝑢̇(𝑎, 𝑡) はそれぞれ， 
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𝑝(𝑎, 𝑡) = 𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎𝑢̇Ј

(1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)
𝑒օᇖ֏

𝑝(ℎ, 𝑡) = 𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑢̇Ј

−𝑗2𝑘

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏ ⎭

৚৚
৚৚
⎬

৚৚
৚৚
⎫

．(4.17) 

 

したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐴վ
կ  および 𝐶վ

կ  を得る． 

 

 

𝐴վ
կ =

(1 − 𝑗𝑘ℎ)𝑒օֆ(փ−ռ) + (1 + 𝑗𝑘ℎ)𝑒−օֆ(փ−ռ)

𝑗2𝑘𝑎

= −
1

𝑘𝑎
{sin 𝑘(ℎ − 𝑎) −𝑘ℎ cos 𝑘(ℎ − 𝑎)} (4.18) 

 

𝐶վ
կ =

(1 − 𝑗𝑘ℎ)(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) + (1 + 𝑗𝑘ℎ)(1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

2𝜌𝑐𝑘ϵ𝑎ϵ

= 𝑗
{(1 + 𝑘ϵ𝑎ℎ) sin 𝑘(ℎ − 𝑎) − 𝑘(ℎ − 𝑎) cos 𝑘(ℎ − 𝑎)}

𝜌𝑐𝑘ϵ𝑎ϵ
 (4.19) 

 

次に，(2.14)および(2.15)式に対して，(ii)自由端（電気的に短絡端）𝑝(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件

として与えると， 

 

 

λϯ =
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑒օֆփ

(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

λΚ  = −
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑒−օֆփ

(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

   

⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

． (4.20) 

結局，(2.25)式はそれぞれ次式で表せる． 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) =
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎ϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑥

𝑒օֆ(փ−֓) − 𝑒−օֆ(փ−֓)

(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)

𝑢̇(𝑥, 𝑡) =
𝑎ϵ𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑥ϵ

(1 + 𝑗𝑘𝑥)𝑒օֆ(փ−֓) − (1 − 𝑗𝑘𝑥)𝑒−օֆ(փ−֓)

(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ) ⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

 (4.21) 

 (Normal 方向：自由端)  

 

加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(𝑎, 𝑡)，𝑢̇(𝑎, 𝑡)，𝑢̇(ℎ, 𝑡) はそれぞれ， 



65 
 

 

𝑝(𝑎, 𝑡) = 𝑗𝑘𝜌𝑐𝑎𝑢̇Ј

𝑒օֆ(փ−ռ) − 𝑒−օֆ(փ−ռ)

(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)
𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑎, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

𝑢̇(ℎ, 𝑡) =
𝑎ϵ𝑢̇Ј

ℎϵ

𝑗2𝑘ℎ

(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)
𝑒օᇖ֏

⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

． (4.22) 

 

したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐵վ
կ  および 𝐷վ

կ  を得る． 

 

 
𝐵վ

կ =
𝜌𝑐ℎृ𝑒օֆ(փ−ռ) − 𝑒−օֆ(փ−ռ)ॄ

2𝑎

= 𝑗𝜌𝑐
ℎ

𝑎
sin 𝑘(ℎ − 𝑎) (4.23) 

 

𝐷վ
կ = −

ℎृ(1 + 𝑗𝑘𝑎)𝑒օֆ(փ−ռ) − (1 − 𝑗𝑘𝑎)𝑒−օֆ(փ−ռ)ॄ

𝑗2𝑘𝑎ϵ

=
ℎ

𝑘𝑎ϵ
{sin 𝑘(ℎ − 𝑎) +𝑘ℎ cos 𝑘(ℎ − 𝑎)} (4.24) 

 

結果として，Normal 方向の伝搬における円錐型ホーンの伝搬定数 𝐴վ
կ  ~ 𝐷վ

կ  は，それぞれ

次式となる． 

 

 

𝐴վ
կ =

1

𝑘𝑎
{𝑘ℎcos 𝑘(ℎ − 𝑎) − sin 𝑘(ℎ − 𝑎)}

𝐵վ
կ = 𝑗𝜌𝑐

ℎ

𝑎
sin 𝑘(ℎ − 𝑎)

𝐶վ
կ = −𝑗

1

𝜌𝑐(𝑘𝑎)ϵ
{𝑘(ℎ − 𝑎)cos 𝑘(ℎ − 𝑎) − (1 + 𝑘ϵ𝑎ℎ) sin 𝑘(ℎ − 𝑎)}

𝐷վ
կ =

ℎ

𝑘𝑎ϵ
{𝑘𝑎cos 𝑘(ℎ − 𝑎) + sin 𝑘(ℎ − 𝑎)}

   

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.25) 

 (伝搬定数：円錐型ホーン(Normal 方向))  

 

ここで，伝送行列 𝐹  を 

 

 𝐹 = ঝ
𝐴վ

կ 𝐵վ
կ

𝐶վ
կ 𝐷վ

կ
ঞ (4.26) 
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とすれば，Inverse 方向では図 4-1(b)に示すように，(a)の Normal 方向に対して入出力関係が

入れ替わった形で表現できる．ここで回路網理論[47]に基づいて Inverse 方向の伝送行列は，

Normal 方向で得られた伝送行列 𝐹 の逆行列 𝐹−φ として求められ，結局，Inverse 方向の伝

搬定数 𝐴վ
ժ  ~ 𝐷վ

ժ は次式で得られる． 

 

 

𝐴վ
ժ =

1

𝑘ℎ
{𝑘𝑎cos 𝑘(ℎ − 𝑎) + sin 𝑘(ℎ − 𝑎)}

𝐵վ
ժ = 𝑗𝜌𝑐

𝑎

ℎ
sin 𝑘(ℎ − 𝑎)

𝐶վ
ժ = 𝑗

1

𝜌𝑐(𝑘ℎ)ϵ
{𝑘(ℎ − 𝑎)cos 𝑘(ℎ − 𝑎) − (1 + 𝑘ϵ𝑎ℎ) sin 𝑘(ℎ − 𝑎)}

𝐷վ
ժ =

𝑎

𝑘ℎϵ
{𝑘ℎcos 𝑘(ℎ − 𝑎) + sin 𝑘(ℎ − 𝑎)}

 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.27) 

 (伝搬定数：円錐型ホーン(Inverse 方向))  

 

4.2.3 指数関数型ホーン 

図 3-1(a)（3 章）に示す指数関数型ホーンについても同様に，Normal 方向に対して，伝搬

定数を求める．指数関数型ホーンにおける波動方程式の一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度

 𝑢̇(𝑥, 𝑡)（3 章 (3.7)および(3.8)式）より，各周波数領域における伝搬定数を求める必要があ

る．まず， 𝑓 < 𝑓վ の範囲において波動方程式の一般解 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は， 
 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝑒−ֈ
ϵ ֓५𝜆Ϩ𝑒

−ֈ
ϵ ᆿ֓ + 𝜆΅𝑒

ֈ
ϵ ᆿ֓६𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = −𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒−ֈ

ϵ ֓ख़𝜆Ϩ(𝛼 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ᆿ֓ − 𝜆΅(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿ֓ग़𝑒օᇖ֏

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

(Normal 方向)

𝑓 < 𝑓վ

 

(3.7) 

(3.8) 

(3 章) 

 

である．上式に対し，(i) 固定端（電気的に開放端）𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件として与えると， 

 

 

𝜆Ϩ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ

𝑚

1

(𝛼 + 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

𝜆΅ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ᆿփ

𝑚

1

(𝛼 − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

   

⎭
৚৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

． (4.28) 

 

結局，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) はそれぞれ， 
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𝑝(𝑥, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓𝑒օᇖ֏

𝑚

(𝛼 − 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) + (𝛼 + 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿ(փ−֓)

(𝛼ϵ − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏ 𝑒

ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿ(փ−֓)

𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

   

⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

 (4.29) 

 (Normal 方向：固定端 (𝑓 < 𝑓վ))  

 

で表せる．加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(0, 𝑡)，𝑝(ℎ, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡) はそれぞれ， 

 

 

𝑝(0, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑚

(𝛼 − 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 + 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

(𝛼ϵ − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

𝑝(ℎ, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ փ𝑒օᇖ֏

𝑚

2𝛼

(𝛼ϵ − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏ ⎭

৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

． (4.30) 

したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐴րφ
կ  および 𝐶րφ

կ  を得る． 

 
𝐴րφ

կ =
(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 + 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ

= ছcoshগ
𝑚𝛼ℎ

2
ঘ −

1

𝛼
sinh গ

𝑚𝛼ℎ

2
ঘজ 𝑒

ֈ
ϵ փ (4.31) 

 
𝐶րφ

կ =
𝑚

𝑗2𝑘𝜌𝑐

(𝛼ϵ − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ

= 𝑗
2𝑘

𝑚𝜌𝑐𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ sinh গ

𝑚𝛼ℎ

2
ঘ (4.32) 

次に，(3.7)および(3.8)式に対して，(ii)自由端（電気的に短絡端）𝑝(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件と

して与えると， 

 

𝜆Ϩ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ

𝑚

1

(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

𝜆΅ = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ᆿփ

𝑚

1

(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

   

⎭
৚৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

． (4.33) 

 

結局，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は， 
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𝑝(𝑥, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓𝑒օᇖ֏

𝑚

𝑒
ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿ(փ−֓)

(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏𝑒−ֈ

ϵ ֓ (𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿ(փ−֓) + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿ(փ−֓)

(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

   

⎭
৚৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

． (4.34) 

 (Normal 方向：自由端 (𝑓 < 𝑓վ))  

 

加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(0, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡)，𝑢̇(ℎ, 𝑡) はそれぞれ， 

 

 

𝑝(0, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑚

𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ փ𝑒օᇖ֏ 2𝛼

(𝛼 + 1)𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ ⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.35) 

 

となる．したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐵րφ
կ  および 𝐷րφ

կ  を得る． 

 

 
𝐵րφ

կ =
𝑗𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

ֈ
ϵ փ५𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

𝑚𝛼

=
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ sin ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং (4.36) 

 
𝐷րφ

կ = 𝑒
ֈ
ϵ փ (𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼

= ছcoshগ
𝑚𝛼ℎ

2
ঘ +

1

𝛼
sinh গ

𝑚𝛼ℎ

2
ঘজ𝑒

ֈ
ϵ փ (4.37) 

 

ここで指数関数型ホーンの遮断周波数に応じた各周波数領域に対して，(3.3)式の一般解

 𝑝(𝑥, 𝑡) および(3.4)式の振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は，(i)，(ii)の境界条件を代入すると，𝑓 < 𝑓վ の周

波数領域においてそれぞれ 

 

𝑝(𝑎, 𝑡) =
(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 + 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ × 𝑝(ℎ, 𝑡) 

                                          +
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚

𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ × 𝑢̇(ℎ, 𝑡)，

 

(4.38) 
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𝑢̇(𝑎, 𝑡) =
𝑚

𝑗2𝑘𝜌𝑐

(𝛼ϵ − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ × 𝑝(ℎ, 𝑡)

                                          +𝑒
ֈ
ϵ փ অcosh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং +

1

𝛼
sinh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎংআ × 𝑢̇(ℎ, 𝑡)．

 (4.39) 

 

次に，𝑓 > 𝑓վ の範囲における伝搬定数 𝐴րϵ
կ  ~ 𝐷րϵ

կ  を求める． 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝑒−ֈ
ϵ ֓५𝜆ν𝑒

−օֈϵ ᇀ֓ + 𝜆φЈ𝑒
օֈϵ ᇀ֓६𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = −𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒−ֈ

ϵ ֓ख़𝜆ν(𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀ֓ − 𝜆φЈ(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀ֓ग़𝑒օᇖ֏

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

(Normal 方向)

𝑓 > 𝑓վ

 

(3.7) 

(3.8) 

(3 章) 

上式に対して，(i) 固定端（電気的に開放端）𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件として与えると， 

 

𝜆ν =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օֈϵ ᇀփ

𝑚

1

(𝑗𝛽 + 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

𝜆φЈ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−օֈϵ ᇀփ

𝑚

1

(𝑗𝛽 + 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

   

⎭
৚৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

． (4.40) 

 

結局，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は， 

 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓𝑒օᇖ֏

𝑚

(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) + (𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

(𝛽ϵ + 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ֓𝑒օᇖ֏ 𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) − 𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ

   

⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

． (4.41) 

 (Normal 方向：固定端 (𝑓 > 𝑓վ))  

 

加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(0, 𝑡)，𝑝(ℎ, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡) はそれぞれ， 

 

 

𝑝(0, 𝑡) = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑚

(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + (𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

(𝛽ϵ + 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

𝑝(ℎ, 𝑡) = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ փ𝑒օᇖ֏

𝑚

𝑗2𝛽

(𝛽ϵ + 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

   

⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.42) 
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となる．したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐴րϵ
կ  および 𝐶րϵ

կ  を得る． 

 

𝐴րϵ
կ =

(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + (𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝑗2𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ

= ছcosগ
𝑚𝛼ℎ

2
ঘ −

1

𝛽
sin গ

𝑚𝛼ℎ

2
ঘজ𝑒

ֈ
ϵ փ (4.43) 

 
𝐶րϵ

կ =
𝑚

𝑗2𝑘𝜌𝑐

(𝛽ϵ + 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

𝑗2𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ

= 𝑗
2𝑘

𝑚𝜌𝑐𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ sin গ

𝑚𝛼ℎ

2
ঘ (4.44) 

 

次に，(3.7)および(3.8)式に対して，(ii)自由端（電気的に短絡端）𝑝(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件と

して与えると， 

 

𝜆ν =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օֈϵ ᇀփ

𝑚

1

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ − (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝜆φЈ = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−օֈϵ ᇀփ

𝑚

1

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ − (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

   

⎭
৚৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

． (4.45) 

結局，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は， 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓𝑒օᇖ֏

𝑚

𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) − 𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ − (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏𝑒−ֈ

ϵ ֓ (𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀ(փ−֓) − (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀ(փ−֓)

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ − (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

   

⎭
৚৚
৚
⎬

৚৚
৚
⎫

． (4.46) 

 (Normal 方向：自由端 (𝑓 > 𝑓վ))  

 

加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(0, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡)，𝑢̇(ℎ, 𝑡) はそれぞれ， 

 

 

𝑝(0, 𝑡) =
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑚

𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ − (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ փ𝑒օᇖ֏ 𝑗2𝛽

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ − (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ ⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.47) 
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となる．したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐵րϵ
կ  および 𝐷րϵ

կ  を得る． 

 

 
𝐵րϵ

կ =
𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

ֈ
ϵ փ५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

𝑚𝛽

=
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ sin ঁ

𝑚

2
𝛽ℎং (4.48) 

 
𝐷րϵ

կ  = 𝑒
ֈ
ϵ փ (𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼

= ছcoshগ
𝑚𝛼ℎ

2
ঘ +

1

𝛼
sinh গ

𝑚𝛼ℎ

2
ঘজ 𝑒

ֈ
ϵ փ (4.49) 

 

最後に，𝑓 = 𝑓վ  での伝搬定数 𝐴րϯ
կ  ~ 𝐷րϯ

կ  を求める． 

 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝑒−ֈ
ϵ ֓(𝜆φφ + 𝜆φϵ𝑥)𝑒օᇖ֏

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = −𝑗
𝑚

2𝑘𝜌𝑐
𝑒−ֈ

ϵ ֓ অ𝜆φφ − 𝜆φϵ ঁ
2

𝑚
− 𝑥ংআ𝑒օᇖ֏

    

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

(Normal 方向)

𝑓 = 𝑓վ

 

(3.7) 

(3.8) 

(3 章) 

 
に対して，(i) 固定端（電気的に開放端）𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件として与えると，  

 

 

𝜆φφ = −
𝑗4𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚ϵℎ
গ1 −

𝑚ℎ

2
ঘ

𝜆φϵ = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

𝑚ℎ

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

． (4.50) 

結局，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は， 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ ֓𝑒օᇖ֏

𝑚ℎ
ঁ

2

𝑚
− ℎ + 𝑥ং

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ֓𝑒օᇖ֏ ঁ1 −
𝑥

ℎ
ং

   

⎭
৚
৚
⎬

৚
৚
⎫

． (4.51) 

 (Normal 方向：固定端 (𝑓 = 𝑓վ))  

 

加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(0, 𝑡)，𝑝(ℎ, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡) はそれぞれ， 
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𝑝(0, 𝑡) = −
𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

օᇖ֏

𝑚ℎ
ঁ

2

𝑚
− ℎং

𝑝(ℎ, 𝑡) = −
𝑗4𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒

−ֈ
ϵ փ𝑒օᇖ֏

𝑚ϵℎ

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

   

⎭
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
⎫

 (4.52) 

 

となる．したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐴րϯ
կ  および 𝐶րϯ

կ  を得る． 

 

 𝐴րϯ
կ =

𝑒
ֈ
ϵ փ

2
গ1 −

𝑚ℎ

2
ঘ (4.53) 

 𝐶րϯ
կ = 𝑗

𝑚ϵℎ𝑒
ֈ
ϵ փ

4𝑘𝜌𝑐
 (4.54) 

 

次に，(3.7)および(3.8)式に対して，(ii)自由端（電気的に短絡端）𝑝(ℎ, 𝑡) = 0 を境界条件と

して与えると， 

 

 

𝜆φφ = 𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

ℎ

𝑚ℎ + 2

𝜆φϵ = −𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј

1

𝑚ℎ + 2

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

． (4.55) 

結局，応力 𝑝(𝑥, 𝑡) および振動速度 𝑢̇(𝑥, 𝑡) は， 

 

𝑝(𝑥, 𝑡) = 𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
−ֈ

ϵ ֓𝑒օᇖ֏ ℎ − 𝑥

𝑚ℎ + 2

𝑢̇(𝑥, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏𝑒−ֈ

ϵ ֓ 𝑚(ℎ − 𝑥) + 2

𝑚ℎ + 2

   

⎭
৚৚
⎬

৚৚
⎫

． (4.56) 

 (Normal 方向：自由端 (𝑓 = 𝑓վ))  

 

加振点および伝達点の応力と振動速度 𝑝(0, 𝑡)，𝑢̇(0, 𝑡)，𝑢̇(ℎ, 𝑡) はそれぞれ， 
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𝑝(0, 𝑡) = 𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏ ℎ

𝑚ℎ + 2

𝑢̇(0, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏

𝑢̇(ℎ, 𝑡) = 𝑢̇Ј𝑒
օᇖ֏𝑒−ֈ

ϵ փ 2

𝑚ℎ + 2⎭
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.57) 

 

となる．したがって，(4.2)式より以下の伝搬定数 𝐵րϯ
կ  および 𝐷րϯ

կ  を得る． 

 

 𝐵րϯ
կ =  𝑗2𝑘𝜌𝑐𝑒

ֈ
ϵ փ ℎ

2
 (4.58) 

 𝐷րϯ
կ = 𝑒

ֈ
ϵ փ 𝑚ℎ + 2

2
 (4.59) 

 

得られた指数関数型ホーンにおける伝搬定数について各周波数領域でまとめると， 

 

 
𝐴րφ

կ =
(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 + 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ

= 𝑒
ֈ
ϵ փ অcosh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং −

1

𝛼
sinh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎংআ 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

， (4.60) 

 
𝐵րφ

կ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚

𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ

=
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ sinh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং 

 
𝐶րφ

կ =
𝑚

𝑗2𝑘𝜌𝑐

(𝛼ϵ − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ

=
𝑗2𝑘

𝜌𝑐𝑚𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ sinh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং 

 
𝐷րφ

կ =
(𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ

= 𝑒
ֈ
ϵ փ অcosh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং +

1

𝛼
sinhঁ

𝑚

2
𝛼ℎংআ 

 (伝搬定数：指数関数型ホーン(Normal 方向：𝑓 < 𝑓վ))  
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𝐴րϵ
կ =

(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + (𝑣 + 1)𝑒−ֈ
ϵ ᇀփ

𝑗2𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ

= 𝑒
ֈ
ϵ փ অcos ঁ

𝑚

2
𝛽ℎং −

1

𝛼
sin ঁ

𝑚

2
𝛽ℎংআ 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

， (4.61) 

 

𝐵րϵ
կ =

𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚

𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−ֈ
ϵ ᇀփ

𝑗2𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ

=
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ sin ঁ

𝑚

2
𝛽ℎং 

 
𝐶րϵ

կ = −
𝑚

𝑗2𝑘𝜌𝑐

(𝛽ϵ − 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−ֈ
ϵ ᇀփ६

𝑗2𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ

=
𝑗2𝑘

𝜌𝑐𝑚𝛼
𝑒

ֈ
ϵ փ sin ঁ

𝑚

2
𝛽ℎং 

 

𝐷րϵ
կ =

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + (𝑗𝛽 − 1)𝑒−ֈ
ϵ ᇀփ

𝑗2𝛽
𝑒

ֈ
ϵ փ

= 𝑒
ֈ
ϵ փ ছcos ঁ

𝑚

2
𝛽ℎং +

1

𝛽
sin ঁ

𝑚

2
𝛽ℎংজ 

 (伝搬定数：指数関数型ホーン(Normal 方向：𝑓 > 𝑓վ))  

 

 

 𝐴րϯ
կ = ঁ1 −

𝑚

2
ℎং 𝑒

ֈ
ϵ փ 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.62) 

 𝐵րϯ
կ = 𝑗𝑘𝜌𝑐ℎ𝑒

ֈ
ϵ փ 

 𝐶րϯ
կ =

𝑗𝑚ϵℎ

4𝑘𝜌𝑐
𝑒

ֈ
ϵ փ 

 𝐷րϯ
կ = ঁ1 +

𝑚

2
ℎং 𝑒

ֈ
ϵ փ 

 (伝搬定数：指数関数型ホーン(Normal 方向：𝑓 = 𝑓վ))  

 

となる．また，図 3-1(b)に示す Inverse 方向についても，円錐型と同様に，逆行列 𝐹−φ より

伝搬定数 𝐴ր
ժ  ~ 𝐶ր

ժ は，各周波数領域でそれぞれ， 
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𝐴րφ

ժ =
(𝛼 + 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 − 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒−ֈ

ϵ փ

= 𝑒−ֈ
ϵ փ অcosh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং +

1

𝛼
sinh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎংআ 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

， (4.63) 

 
𝐵րφ

ժ =
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚

𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒−ֈ

ϵ փ

=
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚𝛼
𝑒−ֈ

ϵ փ sinh ঁ
𝑚

2
𝛼ℎং 

 
𝐶րφ

ժ =
𝑚

𝑗2𝑘𝜌𝑐

(𝛼ϵ − 1)५𝑒
ֈ
ϵ ᆿփ − 𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ६

2𝛼
𝑒−ֈ

ϵ փ

=
𝑗2𝑘

𝜌𝑐𝑚𝛼
𝑒−ֈ

ϵ փ sinh ঁ
𝑚

2
𝛼ℎং 

 
𝐷րφ

ժ =
(𝛼 − 1)𝑒

ֈ
ϵ ᆿփ + (𝛼 + 1)𝑒−ֈ

ϵ ᆿփ

2𝛼
𝑒−ֈ

ϵ փ

= 𝑒−ֈ
ϵ փ অcosh ঁ

𝑚

2
𝛼ℎং −

1

𝛼
sinhঁ

𝑚

2
𝛼ℎংআ 

 (伝搬定数：指数関数型ホーン(Inverse 方向：𝑓 < 𝑓վ))  

 

 

 

𝐴րϵ
ժ =

(𝑗𝛽 + 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + (𝑗𝛽 − 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝑗2𝛽
𝑒−ֈ

ϵ փ

= 𝑒−ֈ
ϵ փ অcos ঁ

𝑚

2
𝛽ℎং +

1

𝛼
sin ঁ

𝑚

2
𝛽ℎংআ 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

， (4.64) 

 

𝐵րϵ
ժ =

𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚

𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝑗2𝛽
𝑒−ֈ

ϵ փ

=
𝑗2𝑘𝜌𝑐

𝑚𝛽
𝑒−ֈ

ϵ փ sin ঁ
𝑚

2
𝛽ℎং 

 
𝐶րϵ

ժ =
𝑚

𝑗2𝑘𝜌𝑐

−(𝛽ϵ − 1)५𝑒օֈϵ ᇀփ − 𝑒−օֈϵ ᇀփ६

𝑗2𝛽
𝑒−ֈ

ϵ փ

=
𝑗2𝑘

𝜌𝑐𝑚𝛽
𝑒−ֈ

ϵ փ sin ঁ
𝑚

2
𝛽ℎং 

 

𝐷րϵ
ժ =

(𝑗𝛽 − 1)𝑒օֈϵ ᇀփ + (𝑗𝛽 + 1)𝑒−օֈϵ ᇀփ

𝑗2𝛽
𝑒−ֈ

ϵ փ

= 𝑒−ֈ
ϵ փ অcos ঁ

𝑚

2
𝛽ℎং −

1

𝛼
sin ঁ

𝑚

2
𝛽ℎংআ 

 (伝搬定数：指数関数型ホーン(Inverse 方向：𝑓 > 𝑓վ))  
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 𝐴րϯ
ժ = ঁ1 +

𝑚

2
ℎং 𝑒−ֈ

ϵ փ 

⎭
৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎬

৚
৚
৚
৚
৚
৚
⎫

 (4.65) 

 𝐵րϯ
ժ = 𝑗𝑘𝜌𝑐ℎ𝑒−ֈ

ϵ փ 

 𝐶րϯ
ժ =

𝑗𝑚ϵℎ

4𝑘𝜌𝑐
𝑒−ֈ

ϵ փ 

 𝐷րϯ
ժ = ঁ1 −

𝑚

2
ℎং 𝑒−ֈ

ϵ փ 

 (伝搬定数：指数関数型ホーン(Inverse 方向：𝑓 = 𝑓վ))  

 

で得られる． 

 

4.3 波動方程式の解による結果と伝搬定数による結果の比較 

前節で得られた伝搬定数を用いて，円柱，円錐，指数関数型ホーンを持つインシュレー

タの駆動点インピーダンスの周波数特性について，行列の扱いが容易な Matlab を用いて数

値計算を行う．得られた各形状の伝搬定数（円柱：(4.14)式，円錐型：(4.25)および(4.27)式，

指数関数型：(4.60)~(4.65)式）をそれぞれ，(4.3)，(4.4)式へ代入する．ホーンは第 2 および

3 章で使用した円柱（表 2-1：円柱），円錐（表 2-1：頂角 60°），指数関数型ホーン（表 3-1：

M200）を例として採用した．また負荷インピーダンス 𝑍φ および 𝑍խ についても，これま

でと同様にホーンの構成材料と同一材料の特性インピーダンス 𝜌𝑐 とした．結果を図 4-2 

(a)~(c)に示す． 

 

 

(a) 円柱 

図 4-2 伝搬定数を用いた駆動点インピーダンスの周波数特性 
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(b) 円錐型ホーン（頂角 60°） 

 

 

 

(c) 指数関数型ホーン（広がり係数 m = 200） 

図 4-2 伝搬定数を用いた駆動点インピーダンスの周波数特性（つづき） 

 

各図より，円柱では周波数に依存せずに一定の駆動点インピーダンスの特性を示す．ま

た，(b)および(c)に示す円錐と指数関数型ホーンについても Normal 方向で 20~50 kHz まで

一定値を示す．さらに Inverse 方向に関しては，周波数の増加に伴いインピーダンスが減少

して，特定の交差周波数 𝐹֎ で大小関係が入れ替わった後，さらにインピーダンスが減少す

るこれまでのホーン形状で得られた振動伝達特性と同様の結果が得られることを確認した．

また交差周波数 𝐹֎ についても，第 2，3 章の結果と一致することを確認した． 
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4.4 複合インシュレータのインピーダンス特性の推定と振動減衰

特性との比較 

インシュレータは直方体や円柱の場合，単体で使用されるが，円錐の場合，頂点側には

薄い円柱が床などの保護用に挟まれ，底面側には円柱を接続させる構造が採られることが

多い．さらに二段に重ねた構造なども採用されている．伝送行列を用いるなら，こうした

複雑な構造を回路網の縦続および並列接続により表現でき，全体の伝送行列を求めること

ができる．一例として，図 4-3 に示す構造に本手法の応用を試みる．ここでホーンの両端

には，受け皿（カップ）または円柱が接続され，これらを振動源の内部インピーダンスお

よび負荷インピーダンスとして，インシュレータと同一素材の特性インピーダンス 𝜌𝑐 で

仮定する．このとき，図 4-3 に示す複合形状全体の伝送行列 𝐹տ は，単純構造の円錐および

円柱の伝搬定数(4.14)式および(4.25)式（Inverse 方向においては(4.27)式）を用いれば，次式

で得られる． 

 

 𝐹տ = ঝ
𝐴տ 𝐵տ

𝐶տ 𝐷տ

ঞ = ঝ
𝐴վ

կ 𝐵վ
կ

𝐶վ
կ 𝐷վ

կ
ঞ ঝ

𝐴ս 𝐵ս

𝐶ս 𝐷ս

ঞ ঝ
𝐴վ

կ 𝐵վ
կ

𝐶վ
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(a) Normal 方向   (b)Inverse 方向 

図 4-3 複合形状を持つインシュレータの一例とその側面図 

 

図 4-3 に示す構造に対し，(4.66)式で得られた伝送行列 𝐹տ を用いて Inverse 方向の伝送行

列 𝐹տ
஥ を求め，表 4-1 の各値を用いてインピーダンスを計算する．ここで用いた円錐の高さ

は，表 2-1（2 章）に示した 90 度の場合の 50%程度で，図 4-4 より円錐単体の交差周波数

 𝐹֎ は 13.3 kHz であるのに対し，2 段に重ねた複合型の数値計算結果（図 4-5）では，𝐹֎ は 
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表 4-1  数値計算で用いた各パラメータ 

パラメータ名称 円柱部 円錐ホーン部 

密度 𝜌  (kg/m3) 8600 8600 

伝搬速度 𝑐   (m/s) 3480 3480 

Throat 半径 𝑟Ј  (m/s) 1.25×10-2 2.00×10-4 

Mouth 半径 𝑟փ  (m/s) 1.25×10-2 5.00×10-3 

ホーン高さ ℎ   (m) 1.10×10-2 4.80×10-3 

微小先端長さ 𝑎   (m) － 2.00×10-4 

頂角 𝜃   ( °) － 90 

交差周波数 𝐹֎  (Hz) － 13300 

 

 

 

 

図 4-4 円柱部および円錐型ホーン単体の駆動点インピーダンスの周波数特性 

 

5.6 kHz に低下した．また前節同様に試験片を作製し，振動速度のレベル差を求めた図 4-6

の振動減衰特性の結果でも，5~6 kHz を交差周波数として，それ以降の周波数領域では

Normal 方向で振動減衰量が増加する，図 4-5 の数値計算結果と同様の傾向が得られた．し

たがって伝搬定数を用いた本手法は，単純な要素を組み合わせた複雑な構造に対しても，

振動伝達におけるエネルギー伝搬の周波数特性を推定できることが示された． 
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図 4-5 複合型インシュレータの駆動点インピーダンスの周波数特性 

 

 

図 4-6 複合型インシュレータの振動減衰特性 
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4.5 結言 

第 2 および 3 章では，波動方程式の解に対して，有限な境界条件を代入する解析手法か

ら円柱およびホーン形状の振動伝達特性について検討した．一方で，これらの解析では，

振動源の内部インピーダンスや負荷インピーダンスの変更に対して，改めて解析し直す必

要があり，複雑なインシュレータ形状に対しては解析が困難である面が残っていた． 

本章では，こうした課題を解決するため伝搬定数を用いた解析・設計手法を提案した．

具体的には，理論的解析において，円柱や円錐の Throat または Mouth を加振したときの振

動伝達特性を極端な境界条件（固定端および自由端）で解き，等価四端子回路でモデル化

して伝搬定数を求め，加振点におけるインピーダンスの評価を試みた．単一構造のインシ

ュレータに対するシミュレーションでは，数値計算により得られたインピーダンスの周波

数特性から，円柱において駆動点インピーダンスが周波数や伝達方向に依存せず，平坦な

特性であることを確認した．さらに円錐や指数関数型ホーンに対しては，加振点が底面ま

たは頂点かの違いにより，インピーダンスが交差する周波数が存在することを確認した．

また，その前後の周波数帯域で振動伝達のし易さが変化するこれまでと同様の傾向を得た．

これらの結果を基に，複合形状のインシュレータを用いた実験的検証を行った．伝搬定数

を用いた解析手法に関して，得られた結果を以下にまとめる． 

 

(1) インシュレータの形状や材質に関するパラメータは，伝搬定数の各パラメータに反映

され，有限の負荷インピーダンスを与えて得た波動方程式の解と同一の結果が得られ

る． 

(2) 数値計算で得られた駆動点インピーダンスの周波数特性は，円柱や円錐型ホーンだけ

でなく，複合形状においてもそれぞれの振動減衰特性と同様の傾向を示す． 

(3) 複雑な構造でも各部の四端子定数および入出力部に接続される負荷インピーダンスを

用いることで，系全体の振動伝達特性が容易に推定できる． 

以上より，インシュレータを設計するにあたって，載置機器側への振動を絶縁すること

を目的とした場合，交差周波数 𝐹֎ を高く設定し，さらに Normal 方向で使用することで高

い絶縁効果が得られる．一方，振動を伝達させたい場合は，𝐹֎ を低く設定したインシュレ

ータを Inverse 方向で使用することで目的を達成できる． 

また，これらのインシュレータが持つ振動伝達の方向特性は，交差周波数を境に周波数

を考慮して方向を選定することで，載置機器の振動低減や絶縁など目的に応じて設計でき，

利用方法を選定できることが明らかとなった． 
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第 5 章 オーディオ機器の振動低減と雑音低減効果 

5.1 緒言 

第 2~4 章では，形状や材質の異なるオーディオ用インシュレータについて振動伝達特性

の理論解析を行い，駆動点インピーダンスの周波数特性を求めるとともに，インシュレー

タの振動伝達特性について実験的に確認してきた．数値計算結果や振動減衰特性で得られ

たインシュレータの振動伝達特性は，円柱では平坦な特性を示す一方で，円錐や指数関数

型といった固体ホーン形状を持つインシュレータの場合，振動の伝達方向によって，特定

の周波数を境にインピーダンス特性の大小が変化し，特定の周波数領域の前後で振動の導

通と絶縁効果を併せ持つ特性を示すことが判明した．したがって，ホーン形状を持つイン

シュレータは，機器の振動除去に効果的な形状であることが判明した． 

しかし，インシュレータが持つ振動伝達特性こそ明らかとなったものの，インシュレー

タを使用することによる載置機器や音質への影響については未だ明確ではなく，より直接

的にオーディオ機器への影響を明らかにする必要がある． 

オーディオ機器における振動の影響として，地磁気中での電子回路の微細振動が，回路

内に微細な雑音電圧を発生させる可能性を考慮するならば，電子回路であっても信号に対

して機械的振動が，電気的雑音として重畳する可能性も否定できない．これらの振動の要

因としては，電源トランスや CD/DVD ドライバなど機器内に存在する振動源とスピーカか

らの放射音や床の振動など機器外に存在する振動源が挙げられる[23]．しかし，こうした振

動起因の雑音の低減は，いずれも電気的手法による対策では困難と考えられる．筐体振動

と音質との関係性については，オーディオ雑誌のみならず，先行研究においても音像定位

や高度音響情報の再現性に対して影響を与えることが報告[23, 48-52]されており，実際，音

響機器の製造段階においても，シャーシのハニカム構造化や強化シャーシの使用，振動源

からの絶縁や分離または固定など振動対策を積極的に採用した製品も多く見受けられる． 

特に，スピーカでは機械音響変換の基準となるマグネットの振動は，音響変換において

雑音として重畳し，CD プレーヤなどのドライバでは振動の故にトラッキングに制御電力

を消費して直流電源電圧に変動を生じ，この変動が音響信号に影響する．さらにアンプな

どの電気回路では導線の振動により，地磁気などとの相互作用で誘導起電力が生じて雑音

となる． 

そこで本章では，まずオーディオ機器の筐体を加振した場合の出力信号レベルを比較し，

振動対策の必要性について実験的に検討する．さらにインシュレータのホーン形状が載置

機器に与える効果について確認するため，ホーン形状を持つインシュレータをオーディオ

用アンプやスピーカの筐体支持として採用し，筐体加振時における振動状態の変化につい
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て実験的確認を試みる．また，振動状態の変化とインシュレータの振動減衰特性との関係

についても検討する． 

 

5.2 載置機器に生じる振動に起因した雑音信号 

オーディオ用アンプにおける振動低減が，再生音に与える影響について検討する．アン

プやプレーヤに生じる機器への影響は，機器内の電気回路に生じる振動状態の変化と地磁

気の相互作用による誘導起電力が雑音となり，音色や音質に変化が生じると考えられる．

したがって，載置機器の振動低減は音質改善に寄与すると推察される．まず，機器の振動

が電気信号に与える影響を確認するために，真空管アンプを採り上げ，アンプが振動した

ときの出力信号の変化を比較する．アンプへの加振は，シャーシに質量 5.00×10-4 kg の鉄球

を 0.13 m の位置からシャーシ中央部分（真空管同士の間）に落下させ，インパルス加振を

与えた．ただし，アンプの入力は開放とし，スピーカ出力端子に純抵抗 8 Ω のダミーロー

ドを接続し，スピーカ出力端子に現れる雑音のパワースペクトルを測定した． 

図 5-1 にスピーカ出力信号のパワースペクトルの比較を示す．図中の青線は加振しない

場合（待機状態），赤線はインパルス加振を行った場合を示す．図では，2 kHz あたりから

15 kHz にかけて最大 20 dB 程度，待機状態では見られなかった信号レベルの上昇がみられ

る．つまり，この信号レベルの上昇は振動に起因した電圧が発生したことを示している． 

これらの結果から，オーディオ機器の振動低減が，振動に起因した電気的雑音の低減効

果に繋がることが示される．さらにこの周波数帯域は，音像定位のキーが含まれる周波数

[52, 53]を含んでおり，音像定位の改善にも効果的であると推測される． 

 

 

図 5-1 真空管アンプをインパルス加振したときのスピーカ出力端子における出力信号の

パワースペクトル比較 
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5.3 載置機器の振動低減効果 

インシュレータの振動伝達特性が載置機器の振動状態に与える影響を実験的に検討する．

前章までの結果から，指数関数型ホーンは Inverse 方向で交差周波数より高い周波数の振動

を伝達し易いことが明らかとなった．つまり Mouth 側に機器を載置した場合，交差周波数

を境に高い周波数の振動を床に伝達し，低い周波数を絶縁する働きがあることとなる．こ

の効果を実験的に確認するため，各形状のインシュレータを用いて，載置した機器の振動

速度レベルをスキャニング振動計で測定した．測定対象はオーディオ用アンプとスピーカ

とし，円錐，指数関数型ともに Mouth を機器側，Throat が床側となるように機器を載せた． 

 

5.3. オーディオ用アンプへの効果 

5.3.1.1 実験装置および手法 

オーディオ機器に振動を発生させる要因は，電源トランスや CD/DVD ドライバなど機器

内に存在する振動源とスピーカからの放射音など機器外に存在する振動源が考えられる．

アンプ上（スピーカから 1 m の地点）で音圧レベル 80 dB となるように 1 kHz の正弦波を

スピーカから再生したときの放射音の影響は，図 5-2 に示すようにシャーシ全体が加振さ

れ，加振周波数（1 kHz）の振動速度レベルが上昇する．こうした音響放射によって筐体に

生じる振動に対し，オーディオ用アンプを測定対象として採り上げ，インシュレータの効

果を検討する． 

放射音による加振の下で，形状の異なるインシュレータによる振動状態の変化を測定す

る．測定対象のアンプは 5.2 の実験と同様に入力端子を開放，出力端子を短絡として，別系

統の音響システムから正弦波信号を放射してアンプ全体を音響的に加振した．スピーカか

らの放射音は，上記（図 5-2）の実験と同じ条件とした．スキャニング振動計の測定点はシ

ャーシ上の 126 点とし，各点はそれぞれ 10 回平均化された振動速度レベルを測定した．測

定システムの概略図および測定状況を図 5-3(a)，(b)に示す． 

(a) 音響加振なし                       (b) 音響加振時 

図 5-2 音響加振時におけるアンプシャーシの振動速度レベルの変化（正弦波 1 kHz）  
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(a) オーディオ用ンプにおける筐体振動の測定概略図 

 
(b) 測定状況 

図 5-3 オーディオ用アンプにおける筐体振動の測定概略図と測定状況 
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5.3.1.2 円錐型ホーンの効果 

円錐型ホーンの効果を確認するため，表 2-1（2 章）に示す頂角が 60°と 90°の円錐型ホー

ンおよび円柱を採用し，音響加振時における振動速度レベルの違いを比較した．使用した

インシュレータはそれぞれアンプの下面にある脚 4 カ所の下に測定対象を設置した．図 5-

4(a)~(g)に加振周波数毎の振動速度レベルの分布を比較した結果を示す．図の(i)は円柱，(ii)

は頂角が 60°，(iii)は 90°の円錐型ホーンを用いた場合である．1，2 kHz で加振した図 5-4(a)，

(b)において，円錐型ホーンを用いた(ii)，(iii)では高い振動速度レベルを示す青や紫色の領

域が，(i)円柱の場合と比べ増加または同等程度であり，インシュレータの使用による筐体

の振動低減効果はほとんど見られない．一方，5 kHz 加振時（図 5-4(c)）では，(ii) 60°の円

錐型ホーンにおいて低い振動速度レベルを示す赤色の領域が増加している．さらに，8 kHz

（図 5-4(d)）以降では，それまでの傾向が入れ替わり，(ii) 60°，(iii) 90°の円錐型ホーンとも

に(i)円柱より振動速度レベルが低下する結果が得られた． 

次に，各形状に対する振動速度レベルの比較を図 5-5 に示す．低周波数領域ではほとん

ど変化は見られないが，5 kHz 以降の領域を見ると各円錐型ホーンの振動速度レベルが，円

柱より 1~3 dB 程度低下する結果が得られた．さらに円錐型ホーンに限るなら，90°より 60°

の方が，振動速度レベルの減少が低周波数側に寄り，さらに減少量も多い結果が得られた．

これは 2 章で得られた交差周波数 𝐹֎ の違いと同様の効果として，周波数に依存しない円

柱に比べ，円錐が載置機器の振動状態に対して影響を及ぼすことが示された． 

 

 

(i) 円柱            (ii) 円錐 (頂角 60°)      (iii) 円錐 (頂角 90°) 

 (a) 1 kHz 加振 

図 5-4 アンプシャーシにおける振動速度レベル分布の比較：円錐型ホーン 
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(i) 円柱            (ii) 円錐 (頂角 60°)      (iii) 円錐 (頂角 90°) 

 (b) 2 kHz 加振 

 

(i) 円柱            (ii) 円錐 (頂角 60°)      (iii) 円錐 (頂角 90°) 

 (c) 5 kHz 加振 

 

(i) 円柱            (ii) 円錐 (頂角 60°)      (iii) 円錐 (頂角 90°) 

 (d) 8 kHz 加振 

図 5-4 アンプシャーシにおける振動速度レベル分布の比較：円錐型ホーン（つづき） 
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(i) 円柱            (ii) 円錐 (頂角 60°)      (iii) 円錐 (頂角 90°) 

 (e) 10 kHz 加振 

 

(i) 円柱            (ii) 円錐 (頂角 60°)      (iii) 円錐 (頂角 90°) 

 (f) 12 kHz 加振 

 

(i) 円柱            (ii) 円錐 (頂角 60°)      (iii) 円錐 (頂角 90°) 

 (g) 15 kHz 加振 

図 5-4 アンプシャーシにおける振動速度レベル分布の比較：円錐型ホーン（つづき） 
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図 5-5 周波数別に見たアンプシャーシの振動速度レベルの比較：円錐型ホーン 

 

5.3.1.3 指数関数型ホーンの効果 

次に，指数関数型ホーンの載置機器の振動低減効果について検討する．測定は円錐型ホ

ーンと同様，正弦波信号による音響加振下でのシャーシの振動速度レベルを比較した．指

数関数型インシュレータは，3 章（表 3-1）で使用した M200 を用い，アンプシャーシ上の

振動速度レベルを測定した．シャーシ上の振動レベルの分布を図 5-6(a)~(h)に示す． 

図の(i)はインシュレータを使用せず，アンプに付属しているプラスチック製の脚をその

まま木板に載せた場合，(ii)は円柱を用いた場合，(iii)は指数関数型ホーンのインシュレータ

（M200）を用いた場合である．1 および 2 kHz 加振の(a)，(b)では，インシュレータの使用

により，振動速度レベルが低い領域が減少し，振動速度レベルが高い領域の増加が見られ，

各点で平均 1~2 dB 程度振動が増加した．4 kHz 加振の(c)では，振動の増加は，インシュレ

ータを使用しない場合と比較して 0.7 dB 程度にとどまっている．M200 の交差周波数（𝐹֎ =

 4.1 kHz）以上の(d)~(h)では，逆に振動速度レベルが低い領域が増加，または振動速度レベ

ルが高い領域が減少し，それぞれ床接地および円柱と比較して，2 dB 程度の振動低減効果

が得られた． 

図 5-7 に，インシュレータの有無および円柱を使用した場合のシャーシ上の平均振動速

度レベルの比較を 1 ~ 15 kHz の範囲で示す．(i)インシュレータを使用しない場合と(ii)円柱

を使用した場合では，大きな違いは見られない．一方，図より 4~5 kHz 以上で，インシュ

レータを用いた場合の平均振動速度レベルが低くなっており，高周波数領域で載置機器の

振動が低減されていることが示された． 
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(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(a) 1 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(b) 2 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(c) 4 kHz 加振 

図 5-6 アンプシャーシにおける振動速度レベル分布の比較：指数関数型ホーン 
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(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(d) 5 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(e) 8 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(f) 10 kHz 加振 

図 5-6 アンプシャーシにおける振動速度レベル分布の比較：指数関数型ホーン（つづき） 
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(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(g) 12 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし          (ii) 円柱          (iii) 指数関数型(M200) 

(h) 15 kHz 加振 

図 5-6 アンプシャーシにおける振動速度レベル分布の比較：指数関数型ホーン（つづき） 

 

図 5-7 アンプシャーシにおける振動速度レベルの比較：指数関数型ホーン 
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一般的に用いられるオーディオ用アンプには，前項まで測定対象として用いたソリッド

ステートアンプのほかに真空管アンプがある．そこで，真空管アンプについても同様のイ

ンシュレータの振動低減効果が得られるかを検討する． 

図 5-3 の測定システムに対し，測定対象として真空管アンプ（KRYNA：M502）を用い，

正弦波信号 1，2，4，6，8 および 12 kHz の正弦波信号で音響的に加振した状態で，シャー

シ表面の振動速度レベルをこれまでと同様の手法で測定した．図 5-8 (a)~(f)にシャーシの振

動速度レベルの分布の比較を示す．図より，4 kHz 加振の(c)で 3 dB 程度の振動増加は見ら

れるものの，インシュレータ（M200）の交差周波数（𝐹֎ = 4.1 kHz）以上の加振周波数で

の測定結果(d)~(f)では，それぞれ 2 dB 程度の振動低減効果が得られた． 

以上の結果より，2，3 章で得られた円錐および指数関数型ホーン形状のインシュレータ

の振動伝達特性や振動減衰特性と同様の傾向であり，ホーン形状とを持つインシュレータ

の振動伝達の方向性がオーディオ用アンプの振動低減効果に寄与していることが明らかと

なった．これらの載置機器に対する振動低減は，5.2 で述べた筐体振動と振動に起因する雑

音信号との関連性を踏まえれば，再生音の音質や音像定位に対して効果的であることが示

される． 

これらの実験結果から，インシュレータを用いた振動低減効果は，ソリッドステートア

ンプだけでなく真空管アンプでも同様であることを確認した．スピーカからの放射音によ

る筐体振動に対して，インシュレータの振動低減効果が確認されたことから，オーディオ

用アンプだけでなく CD/DVD プレーヤなどにも同様の効果が期待できる． 

 

 

 

(i) インシュレータなし  (ii) 指数関数型（M200）  

(a) 1 kHz 加振 

図 5-8 真空管アンプのシャーシにおける振動速度レベル分布の比較 
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(i) インシュレータなし  (ii) 指数関数型（M200）  

(b) 2 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし  (ii) 指数関数型（M200）  

(c) 4 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし  (ii) 指数関数型（M200）  

(d) 6 kHz 加振 

図 5-8 真空管アンプのシャーシにおける振動速度レベル分布の比較（つづき） 
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(i) インシュレータなし  (ii) 指数関数型（M200）  

(e) 8 kHz 加振 

 

(i) インシュレータなし  (ii) 指数関数型（M200）  

(f) 12 kHz 加振 

図 5-8 真空管アンプのシャーシにおける振動速度レベル分布の比較（つづき） 

 

5.3.2 スピーカへの効果 

5.3.2.1 スピーカバッフルの振動低減効果 

スピーカに対してもインシュレータが広く使用されており，その効果について検討する．

スピーカは自身が振動源であるが，音響放射を行うスピーカ振動板は，広く用いられてい

る動電型ではスピーカマグネットを不動点として，これを基準に加振されるよう設計され

ている．しかし実際は，音響放射時の反作用やエンクロージャ内の音響エネルギーなどに

より，エンクロージャ自体が振動し，この振動がマグネットを振動させる．この振動は，

スピーカ振動板に雑音として重畳し，再生音に混入するため，こうした影響を防ぐ目的で

スピーカにおいても不要振動が抑制されることが望ましい[1]．そこで本節では，スピーカ

におけるインシュレータの振動抑制効果を測定する． 

測定のシステム構成はアンプと同様（図 5-9）であり，加振用に用いたスピーカ自体を測
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定対象，測定点は 96 点とし，スピーカの出力はバッフルから 1 m の位置で音圧レベル 80 

dB となるように設定した．図 5-10(a)~(d)に，2，4，8，12 kHz の 4 種類の正弦波信号をそ

れぞれ再生した時のスピーカバッフル面の振動速度レベル分布を示す．2 kHz 再生の(a)で

は，インシュレータの使用により紫色の領域が増加し，1.8 dB 程度の振動増加となってい

る．交差周波数に近い 4 kHz の(b)では大きな差は見られない．一方，高周波数領域の(c)，

(d)では，紫色の領域が減少して赤色の領域が増加し，1~2 dB 程度バッフル面の振動が低減

しており，アンプと同様，交差周波数 𝐹֎ 以上の周波数領域で振動低減効果を示している． 

 

(a) スピーカバッフルにおける振動速度レベルの測定概略図 

 
(b) 測定状況 

図 5-9 スピーカバッフルにおける振動速度レベルの測定概略図と測定状況 
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(i) インシュレータなし            (ii) 指数関数型（M200）  

(a) 2 kHz 加振 

 
(i) インシュレータなし            (ii) 指数関数型（M200）  

(b) 4 kHz 加振 

 
(i) インシュレータなし            (ii) 指数関数型（M200）  

(c) 8 kHz 加振 

図 5-10 スピーカバッフルにおけるにおける振動速度レベル分布の比較 
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(i) インシュレータなし            (ii) 指数関数型（M200）  

(d) 12 kHz 加振 

図 5-10 スピーカバッフルにおけるにおける振動速度レベル分布の比較（つづき） 

 

 

5.3.2.2 スピーカユニットにおける高調波歪の低減効果 

オーディオ機器は，入力信号を忠実に増幅して出力する平坦な周波数特性が望まれる．

しかし，スピーカによる音楽再生においては様々な歪成分が音響信号に生じる．主な歪の

中で主要な歪である高調波歪は，入力信号の周波数に対して整数倍の周波数に生じる歪を

指し，再生音の音質劣化を招いてしまう[54]．そこでインシュレータの振動低減効果が，ユ

ニットに生じる高調波歪に対して影響を与えるかについて実験的に検討する． 

高調波歪成分の測定は，図 5-9 で示す測定概略図において測定対象をスピーカバッフル

面からスピーカユニットへ変更し，測定点は 50 点とした．正弦波信号 1 kHz および 2 kHz

を再生した際にスピーカユニットに生じる高調波歪成分の振動速度レベルの比較を図 5-

11(a)，(b)に示す．1 kHz の正弦波を再生した(a)の場合では，9 kHz まで高調波歪に変化は見

られないが，それより高次の高調波歪成分においてインシュレータの使用により 1~2 dB 程

度減少した．さらに 2 kHz を再生した(b)では，2 次高調波（4 kHz）以降，すべての成分に

おいて 1~6 dB の高調波歪低減効果を得た．これらの結果から，スピーカユニットの振動状

態が変化することで，インシュレータによる聴感的な音質改善効果の有効性を証明するも

のと判断できる． 
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(a) 正弦波 1 kHz 入力時における高調波歪の振動速度レベル 

 

 

 

(b) 正弦波 2 kHz 入力時における高調波歪の振動速度レベル 

図 5-11 スピーカユニットにおける高調波歪の比較 
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5.4 結言 

本章では，オーディオ機器の振動が電気信号に与える影響の一例を示すとともに，円錐

および指数関数型ホーンのインシュレータが載置機器に与える影響について実験的に検討

した．オーディオ用アンプへの効果については，ソリッドステートアンプおよび真空管ア

ンプに対して，音楽再生時のスピーカからの放射音により生じる振動を想定し，音響的に

加振したときのシャーシにおける振動状態の変化を比較した．さらにスピーカに対しても

信号再生時のバッフル面およびユニットにおける高調波歪成分を実験的に検証し，載置機

器へのインシュレータの効果として以下の結果を得た． 

 

(1) オーディオ用アンプでは，筐体振動に起因した電圧（雑音成分）が生じるため，再生

音の音質改善の手法として，筐体振動の抑制が挙げられる． 

(2) 交差周波数以上の周波数領域では，インシュレータを使用しない場合や Normal 方向

や Mouth と同じ断面積を持つ円柱を使用する場合と比較して，Inverse 方向でインシュ

レータを使用することにより，載置機器に生じる振動の除去効果が得られる． 

(3) 載置機器の振動低減効果の周波数特性は，第 2~4 章で得られた各ホーン形状の駆動点

インピーダンスの周波数特性および振動減衰特性と同様の傾向を示す． 

(4) スピーカへの効果として，インシュレータの使用によりバッフル面の振動速度レベル

およびユニットに生じる高調波歪成分が低減される． 
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第 6章 結論 

6.1 本研究の成果 

本研究では，オーディオ機器を載置するのみで手軽に音色や音質に変化を生じさせるこ

とができるオーディオ用インシュレータを採り上げた．固体ホーン形状を持つインシュレ

ータに対して，これまで明らかでなかった動作メカニズムや，具体的な効果の解明および

解析手法の提案を目的として，特に音声周波数領域を中心とした振動伝搬特性について理

論的・実験的に検討した．各章において得られた成果を要約すると以下のようになる． 

 

第 2 章では，円柱や円錐型ホーンを含むインシュレータが，オーディオ機器の振動状態

にどのような影響を与えているかの基礎研究として，梁の縦振動や音響ホーンに関する理

論を参考に，固体内の一次元波動伝搬モデルを用いて，機械的側面から実験的・理論的に

解明を試みた．具体的には，波動方程式の解に対して有限なインピーダンスが接続された

境界条件を与えて，加振点から見たインピーダンスを導出して数値計算を行った．結果と

して，円柱では駆動点インピーダンスは断面積の逆数に依存するが，周波数には依存せず

一定値を示した．一方，円錐型ホーンでは，Mouth を加振する場合，周波数の増加ととも

にインピーダンスが減少し，材質や形状によって決定される交差周波数 𝐹֎ を境に，Throat

を加振した場合のインピーダンスより小さくなることが示された．つまり，インピーダン

ス整合を考慮すれば， 𝐹֎ 以上の周波数領域で，Mouth から Throat 側へ多くの振動エネル

ギーの伝搬が生じると考えられる．この結果は，インシュレータの振動減衰特性の実験に

おいても同様の傾向を示しており，理論解析によりインシュレータの特性を推定できるこ

とが明らかとなった． 

 

第 3 章では，円錐型より高い効果を目指して，指数関数型ホーンを含むインシュレータ

を提案した．指数関数型ホーンに対して，ホーンの遮断周波数より低い帯域における振動

伝搬の可能性に着目し，理論的・実験的に検討した．理論解析では，円錐型ホーンと同様

に波動方程式の解に対し，有限な境界条件を与え，駆動点インピーダンスの周波数特性を

求めた．結果として，数値計算で得られた指数関数型ホーンを含むインシュレータのイン

ピーダンス特性は，円錐型ホーンと同様，振動伝達方向によってインピーダンス特性の大

小が変化することが示され，実験においても同様の傾向を示すことを確認した．また，指

数関数型ホーンはほぼ同じ交差周波数 𝐹֎ を持つ円錐型と比較して，高い振動伝達および

絶縁効果を持つことが示された．これらの結果から，ホーン形状を持つインシュレータが

 𝐹֎ の前後で振動伝達の方向特性および周波数選択性を持つことが明らかとなった． 
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2，3章での解析手法に関して，振動源の内部インピーダンスや負荷インピーダンスに対

して解析し直す必要があり，複雑な構造への対応が難しい面があった．本章では，こうし

た問題点の解消を目指し，振動伝達特性を推定する手段として，伝搬定数を用いた振動伝

達特性の解析手法を提案した．まず，インシュレータの ThroatまたはMouthを加振したと

きの振動伝達特性の導出において，伝達側を固定端および自由端の境界条件の下で解いた．

さらに，インシュレータを等価四端子回路でモデル化して，加振点におけるインピーダン

スの評価を試みた．第 2および 3章で扱った円柱および円錐，指数関数型ホーンの伝搬定

数を導出し，2 および 3 章の数値計算結果と同様の結果が得られるかを確認した．また複

合形状の一例として，円柱と円錐を組み合わせた複合型ホーンを採り上げた．結果として，

複合形状においてもインピーダンスを推定でき，振動減衰特性と同様の結果を得た．伝達

マトリクスを用いる本手法は，複雑な形でも単純構造を縦続・並列接続することで系全体

のインピーダンス特性を容易に推定でき，インシュレータの設計に有用であることを確認

した． 

 

第 5 章では，オーディオ機器の振動が電気信号に与える影響の一例を示すとともに，各

形状のインシュレータがオーディオ機器に与える影響について実験的に検討した．測定対

象としてオーディオ用アンプを採用し，スピーカからの放射音で加振した場合において，

振動状態の変化を比較した．さらにスピーカに対しても信号再生時におけるバッフル面の

振動およびスピーカユニットにおける高調波歪成分の変化を測定した．結果として，アン

プの筐体振動に起因した雑音信号が生じることを確認した．また，ホーン形状を持つイン

シュレータを使用することで，交差周波数 𝐹֎ 以上の領域でオーディオ機器筐体の振動低

減効果が得られた．振動低減効果を示す周波数領域は，2~4 章で得られたインシュレータ

の振動伝達・減衰特性と同様の傾向を示し，前章までの理論的解析手法によりインシュレ

ータの特性解析および設計に有効であることを実験的に検証している． 

 

以上のように，本論文はこれまで科学的に明らかにされていなかったオーディオ用イン

シュレータの動作メカニズムや載置機器への効果を明らかにしたことで，載置機器の振動

低減や絶縁など，目的に応じた設計や利用方法の選定が可能となった． 
 
 

6.2 今後の課題 

本研究では，オーディオ用インシュレータにおける固体ホーンの振動伝達特性および載

置機器への影響についての成果を述べたが，本研究はインシュレータが与える効果につい

ての基礎研究に留まっており，未だ解明されていない課題が多く残されている． 

理論解析では，数値計算で得た駆動点インピーダンスの大きさと，振動減衰特性および

載置機器の振動低減の周波数特性こそ明らかになったものの，量的関係については未だ明
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らかになっていない．これらの量的な評価を行うためには，ホーンと負荷インピーダンス

との結合状態を把握するなど，より実際の使用状況を想定した仮定の下で理論的考察を行

う必要がある．また境界条件では，ホーンの先にホーンと同一素材の円柱やカップが接続

された状況を想定した．しかし実際はその先にオーディオ機器や床が接続されており，こ

れらのインピーダンスを考慮したインシュレータの伝達特性について検討する必要がある． 

また本研究では，特に音像定位に影響を与える数~20 kHz の周波数領域を中心にインシ

ュレータの効果について検討した．しかし，オーディオ分野以外での応用を考えた場合，

固体ホーンが弾性体として作用する共振周波数付近の低周波数領域での挙動についても解

析する必要がある． 

また実験的考察においても，アンプや CD プレーヤなどの電子機器における振動状態の

変化と電気信号への影響に加え，再生音への影響などの関係解明が残されている．特に電

気信号への影響については，変化量が非常に小さく外的要因を受けやすいため，微細な電

気信号の変化を測定する手法の確立が求められる． 

これらの課題は，オーディオ機器における振動対策と音質改善効果を解明するうえで極

めて重要な問題であり，今後の課題と考える． 
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